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平成31年３月14日 予算特別委員会 議事録 

９時58分 開会 

○出席委員 （７人） 

委 員 長 西村 一啓 

副委員長 田中 実穂 

委  員 末広 和基、和田 芳弘、細川 雅子、寺岡 公章、山本 孝三 

議  長 児玉 朋也 

○欠席委員 なし 

 

 

○西村委員長 おはようございます。少し時間が早いんですが、定足数に達していますので、
ただいまから予算特別委員会を開会いたします。 

  毎回お願いしておりますが、改めてお願いをしておきます。質疑・答弁は本来の趣旨に

沿ったものとし、簡潔明瞭に行ってください。発言の際には挙手をして、委員長と声をか

けていただき、マイクのスイッチを入れ、マイクに近づいて発言をしていただきたいと思

います。御協力よろしくお願いいたします。挙手がない場合は、２回目の質疑、３回目の

質疑へ進めていきますので、質疑がございましたら、素早く挙手をお願いいたします。 

  審査を続行する前に、昨日の第10款教育費の審査に関して、執行部から答弁の追加の申

し出がございましたので、発言を許可いたします。 

  大石教育長。 

○大石教育長 おはようございます。昨日の教育費での山本議員の質問にございました法案

の内容について確認しましたので、考えを述べさせていただきます。 

  その法案とは、13法案を一括改正する第９次地方分権一括法案であり、その13法案の一

つに放課後児童健全育成事業に従事する者及びその員数の拡充について、従うべき基準か

ら参酌すべき基準に見直す法改正であります。 

  この改正の趣旨は、各放課後児童クラブ職員の人数並びに資格の要件について、国の基

準として規模に関係なく、支援単位ごとに２名以上の職員を配置すべきとされていたもの

が、改正後は、地域の実情に応じて、市町村が定めることができるようにするものでござ

います。 

  全国的には、実態として利用者が非常に少ない数名の児童クラブもございまして、職員

２名は必要ないケースもあることから、地方の人手不足に配慮し１名でも可能とするもの

ということでございます。 

  本市の場合は、現在、３施設とも１クラス２人から４名の職員を配置しており、今後と

も児童、保護者ともに安心して利用していただけるよう、適切な職員配置並びに環境づく

りに努めてまいりたいと思っております。 

  なお、この法案につきましては、平成31年３月８日付で閣議決定され、現在、国会に提

出されておりますが、まだ、審議の時期については未定であると聞いておりますので、こ

の場ではこの程度とさせていただきます。お時間をいただきありがとうございました。 
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○西村委員長 それでは、平成31年度一般会計予算の審査を続行いたします。 

  第８款土木費と第11款災害復旧費の質疑に入ります。 

  １回目の質疑を継続いたします。質疑はございませんか。末広委員。 

○末広委員 おはようございます。最初に、昨日、質疑させていただく中で、間違えたこと

があったんで、一言おわびだけさせていただきます。 

  芸予地震のときに、大竹中学校の額縁が落ちた、高いところにみんなで上がったんです

が、カーテンも直したりもしたんですが、そのときの復旧は、卒業式が終わってまして、

３月24日でしたんで、入学式に愛の字を間に合わすということをやったんで、きのうは卒

業式の明くる日だったので、つい卒業式と申し上げましたが、改めさせていただきます。 

  それでは、質問のほうに入らせていただきます。 

  最初に、各款共通のということで、土木費の中では、土木課と都市計画課おありだと思

うんですが、大変、協議会その他でも含めて、資料たくさんいただける、我々に対して、

無償だと思います。そういう中で、議会に際してのタブレット導入がどう受けとめいただ

けてるか、最初にお聞きしたいと思います。質問します。 

○西村委員長 豊原監理課長。 

○豊原監理課長 これまで回答したことと同じような形にはなると思うんですけど、特に、

土木課、都市計画課の資料の関係につきましては、図面が大変多くございます。それらの

資料につきまして、以前は印刷等をやってきた経緯ございますけれども、そういったデー

タでの提供ということで、やりとり等におきまして、あるいは訂正、修正等があった場合

に、非常にスムーズにできると考えて、そういった形では、タブレット導入についての効

果はあるんじゃないかと考えております。以上でございます。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 それに加えてですけども、工務系の職場の皆さんって、外に出られることも多

く、現場に確認へ行かれたり、さまざまな業務で情報の共有することにおいては、すごい

量の業務をこなしてらっしゃると思うんですが、それもリアルタイムで、できるだけ早く

災害時には対策本部なり、また、部署内での情報共有が必要とされる部署だと思います。

そういう中で、ＩＴを中心にした通信機器の活用というのは、他の部署よりも進んでらっ

しゃると思います。そういった面で部署内でどういった形で御活用いただけてるかをお話

しいただければありがたいですが。 

○西村委員長 古賀土木課長。 

○古賀土木課長 土木課のほうでは、タブレットを導入させていただいておりますが、この

主となる目的は、積算業務等を行う上で、庁内のパソコンはインターネットにつながって

おりませんので、そちらの建設物価とか、そういった単価、また資材等の調べをするため

に活用するという目的で導入させていただいておるところでございます。 

  副次的に、よく市民の方などがお尋ねになってこられる。今までは個別詳細地図等で場

所を特定し、お話を進めておったところでございますが、タブレット、これＷｉ－Ｆｉモ

デルでございまして、インターネットはＷｉ－Ｆｉでつながっとるんですけども、地図、

写真等閲覧ソフトなどを使いまして、場所の特定や、場合によってはその場所の写真を
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360度表示されるようなソフトによって、場所の特定、要望の状況というのがリアルタイ

ムにわかるということで、現場に行かずして、ある程度、要望者の状況がわかるという効

果を発揮できております。一例として紹介させていただきました。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 詳しい説明ありがとうございました。今後も部署の、業務の特性に合わせて、

タブレットだけではなくて、スマホも今どきもう標準的になっておりますので、ぜひとも、

業務の遂行に御活用いただければありがたいなと思います。 

  具体的な内容の質問に入らせていただきますけども、土木課や都市計画課、特に固定資

産台帳では土木課ということで載ってるんですが、私が保有しとる固定資産台帳を見ると

全部で8,000件を超える、9,000件ぐらいの資産項目がある。そのうちの土木課が約

5,000件を占めます。土地だけでも約4,000件あります。それも普通財産。道路とかそうい

うものは行政財産ですけども、普通財産の土地が約4,000件もあります。ある意味じゃあ

活用できる可能性のある資産。そういった視点でも市民の共有財産を有してらっしゃる部

署ですので、いろんな視点で資産の有効活用に生かしていただきたい。資産総額を当初お

聞きしておりますけど、それだけの件数ですので、全体で保有しとる資産のうち、百何十

億円が土木課の保有資産なんですね。それだけ管理をしなきゃならない。件数だけでもす

ごいですから、橋梁とか道路とか、さまざまありますけど、土地以外で約1,000件ござい

ます。その約1,000件の耐用年数、わかりやすいのが橋です。橋梁。これだけでも約200本。

耐用年数が45年とか60年ですけども、今現在の耐用年数を超えた橋梁がどれだけあるか、

調べてみたんです。そうしますと、60年とか45年の耐用年数を超えたものだけでも、40本

ぐらい橋があるんです。古いやつなんか20年超えとんです。だから、80年使っとるいうの

は、65年使っておるようなもんですね。そういう資産がある意味じゃ今までの市民生活を

充実させていただくために、貢献いただいたわけですけども、それを今後維持、継続して

いただかなきゃならない。昨日の委員会でお話もありましたけれども、災害復旧が起こっ

たことによって、当初、計画しとった、本来であれば進めるべき事業が、進めれなかった

ということがございました。橋梁一つとってみても、40本ぐらいの橋が耐用年数を超えて

おります。そういった面で道路が陥没したり、路面が傷んだりというのは、まだ通れるか

らいいですけども、橋が落ちたら、全く通れんわけです。そんなものが、私が調べただけ

でも40本あるわけです。そういった面の今後の対応についての総合的なお考えおありであ

れば、お知らせいただければありがたいかなと。 

○西村委員長 山田工務係長。 

○山田土木課主幹兼工務係長 土木課工務係山田と申します。よろしくお願いします。 

  橋梁の長寿命化でございます。大竹市橋梁長寿命化修繕計画を策定しておりまして、載

っておりますように、状況の悪いものから、補修をするように考えております。 

  今まで、恵川橋とか、能保里橋、それとかなり大きな補修が必要な箇所について、先行

して実施してきました。 

  今、この５年間で再度、点検行った中では、レベルが４段階ありまして、４段階目にな

りますと通行どめとかしなきゃいけないんですが、レベル３が35橋出ております。そのう
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ち補修したのが５橋ぐらいあるんですが、あと残りの橋について、順次補修をしていきた

いと考えております。 

  場合によっては、かけかえのほうがいいという判断をすれば、かけかえをしなければい

けないこともあるかもしれませんが、現時点としては、橋梁補修で長寿命化させるという

ことで対応していきたいと考えております。以上でございます。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 私も、町なかで、東栄ですけども、大変な通行量で、大型トラックもどんどん

走る、紙を積んだトラック、鉄骨を積んだトラックがどんどん走るところ、この橋梁の老

朽化度を確認される業者の方が、一生懸命検査をしているとこに、通りがかったんで何を

されてるのかなと思って、お話を伺いました。その技術者の方は、相当広範囲の営業エリ

アをお持ちの方が、そういう精密な検査をされてまして、もう終わるのかなと思ったら、

また別部隊が来て一緒になってやってらっしゃいました。県の方もお越しだったと思うん

ですけども、そういうことで、これから先、通行量があるところは、かけかえ工事なんか

大変難しいですし、どのようにして本当にこれを維持、継続していかれるのかなというの

が、大変、心配じゃないんですけども、プロの方が一生懸命調べていただいて、そういう

対応される部署の皆さん、努力されてる方、大竹市橋梁長寿命化修繕計画もあるというこ

と存じ上げてるんですけども、そういった面の御苦労を平成31年度の当初予算にどの程度

反映をしてらっしゃるのか、お聞きできればお願いします。 

○西村委員長 山田工務係長。 

○山田土木課主幹兼工務係長 平成31年度当初予算では2,500万円の工事請負費を計上させ

ていただいております。計画では、５橋を補修していきたいと考えております。以上です。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 その2,500万円の予算は、補修工事とか、維持工事、調査費も入ってるんです

か。もう調査済んで、計画性を持ってとり行う工事としての予算ですか。 

○西村委員長 山田工務係長。 

○山田土木課主幹兼工務係長 平成31年度行う工事の箇所ですが、平成30年度、詳細調査を

して、劣化した原因とかいうのを確認して、それに対する対応策を含めて工事を実施する

ということになりますんで、それを踏まえて、工事を施工するということになっておりま

す。 

  調査費につきましては、平成31年度、また100万円を計上しております。ただ、100万円

ではちょっと実際、厳しいところもございます。この事業、国の社会資本整備総合交付金

を活用して実施したいと考えておりまして、工事費、2,500万円で５橋補修する予定なん

ですが、余れば、また順次その予算を工事から委託費に流用させていただきまして、どん

どん調査を進めていって、早期に補修ができるように取り組みたいと考えております。以

上です。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 大変、御苦労な仕事で、地道な調査をされてる。橋の下にもぐり込んで、コン

クリートたたいたり、ひび割れしたところにある鉄骨のさびぐあいを調べたり、大変地道
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な検査をされておりました。我々市民からすると、本当に目に見えないところで、そうい

う御苦労があっても、通れて当たり前の橋ですから、そういう面でも、達成感というのが、

フィードバックが返ってこない業務だと思います。そういう面では、これをもって取り組

んでいただくことをお願いして、１回目の質問を終わります。ありがとうございました。 

○西村委員長 他に質疑ございませんか。 

  他に質疑がございませんので、以上で、第１回目の質疑を終結いたします。 

  続いて、２回目の質疑を行います。質疑はございませんか。 

  和田委員。 

○和田委員 おはようございます。１点だけお尋ねします。 

  146ページ、特定空家等現地調査業務委託料です。私は現在、空家等対策協議会委員に

なっとるんですが、確認のためといいますか、もう一度聞きたいんです。 

  今回、今まで特定空家に指定した家が何件かあります。またこれからことしもまた特定

空家を現地調査して、ランクでいいますと、Ｄ、Ｅですかね、特定空家の所有者に連絡し

て、協議されると思うんですが、今年度は何件ぐらいを特定空家に指定するつもりですか。 

○西村委員長 建築住宅、讃井係長。 

○讃井都市計画課課長補佐兼建築住宅係長 それでは委員の御質問にお答えいたします。現

在、Ｅランクというものに関しましては、５件を特定空家の候補という形で抽出しまして、

現在２件が特定空家になっております。そのうちの１件は解体済みになりました。今の御

質問のＤランクに指定は30件ございます。そのうちの中の特定空家候補といたしまして、

先日の協議会において、６建物ほど特定空家にする予定でございます。現在、その特定空

家になるであろう建物の所有者について、戸籍謄本であるとかいうものを全部とるなどし

て調査し、所有者に対して通知を行って、特定空家にしていくという状況でございます。

また、Ｅランクの残りもので、現在、５件中その３件まだ調査中で通知等できてないもの

もございますし、返信のないものもございます。そういうものとか、当時、調査いたしま

した全体の中で所有者の不明な分が11件ございまして、それについても立ち入りというか、

現地調査を行って、特定空家になるかどうかというところも判断していくという現状でご

ざいます。以上です。 

○西村委員長 和田委員。 

○和田委員 ランクでいいますと、Ｅ、Ｄは、当然倒壊のおそれがありますよね。このうち、

市街地にある特定空家が、何件あるかわかりませんが、とにかく、市街地にある倒壊のお

それのある家、大変危険なんですね。大変な仕事と思いますが、早急にそういう危険な特

定空家の対応をしていただきたいんです。どうでしょう。 

○西村委員長 讃井建築住宅係長。 

○讃井都市計画課課長補佐兼建築住宅係長 一応、特定空家に関しましてですけれども、法

律的に言いますと、特定空家に対しましては、基本的には、最終的には強制代執行という

ものも可能となってまいります。 

  現在、先ほど委員が言いましたＤランク、Ｅランクは合わせて52件ございまして、その

うち、先ほど和田委員おっしゃった市街地にあるものですけれども、その部分がⅮランク
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６件、Ｅランク５件の合わせて11件が判定されております。正直、例えば、市内の52件を

全部、特定空家にしていきますと、まずは指導、次に勧告、命令、代執行ということにな

りますが市のその後のいわゆる負担といいますか、というのも大変多くなってきますので、

協議会等で皆さんに御意見をお伺いしながら、今回、市街地にあるⅮランク、Ｅランク

11件を候補にしておりますので、どれもこれもというわけではなくて、協議会での御意見

や、市の予算状況なども鑑みながら、適切に進めていきたいと思っておりますので、すぐ

に全部というのは、今の現状では、なかなか難しいのかなと思っております。失礼いたし

ます。 

○西村委員長 和田委員。 

○和田委員 今、去年の６月ですか、特定空家に指定した場合に、補助金が最高30万円出る

というように聞いておるんですが、今も実際にそういう平成31年度に特定空家に10件を指

定し、補助金を１件当たり最高30万円出しても、10件で300万円です。ぜひ、これは早急

に進めてもらいたいんです。そういう要望です。大変な仕事と思いますが、よろしくお願

いします。終わります。 

○西村委員長 他に質疑はございませんか。細川委員。 

○細川委員 おはようございます。４点ほどお尋ねいたします。 

  まず、139ページから２つほど、河川改良費で、立戸４丁目浸水対策工事についてです

が、この工事内容を教えてください。 

○西村委員長 古賀土木課長。 

○古賀土木課長 この立戸４丁目浸水対策工事につきましては、立戸４丁目の地区で、大規

模な雨が降ったときに、道路、場合によっては家屋等が浸水する地区がございまして、そ

ちらの地区が浸水後雨水が抜けるのが遅くなりまして、長期間浸水するという状況が続く

ということがありまして、平成30年度の場合においても、排水目的に仮設の電源を設けま

して、仮設のポンプをリースで設置しておるという状況がございました。その仮設ポンプ

の排水先が道路上になるんですけれども、やわらかいホースが歩道上を横断しておるよう

な状況というのがございまして、そういったところを改善していくということを目途にし

まして、仮設の排水系のポンプを少し改善できる状況をつくりたいということで、このた

び平成31年度で当初予算を提案させていただいておるところでございます。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 大雨のときに浸水するところを少しでも対策したいということでわかりました。 

  すぐ下のほうに、港町ポンプ場改良工事がございます。これは、岩国大竹道路事業に伴

って、いずれは廃止になるポンプ場と聞いてるところだと思うんですけども、今年度どの

ような改良をするのか、まずそこをお願いします。 

○西村委員長 古賀土木課長。 

○古賀土木課長 港町ポンプ場改良工事につきまして、説明させていただきます。 

  港町ポンプ場につきましては、御存じのとおり、岩国大竹道路が完成することに伴って、

上下水道局のほうで整備する雨水幹線というのができ上がりましたら、不要になってくる

ポンプ場ではございますが、そちらが完成するまでの間は、適宜維持管理をしていかなけ
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ればならないということで、土木課のほうがそれを担わさせていただいております。 

  このたびの改良内容としましては、予算上改良とさせていただいておるんですけれども、

日々劣化していく水をかき上げるプロペラや、ポンプ自体も定期的にオーバーホール等を

やっていかなければならないのを何とか延命しておりました。名称としては改良ではござ

いますけれども、どちらかというと、適正に維持管理していき、効果を継続的に発揮でき

るようにということを目途にした改良ということで予定しておるところでございます。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 岩国大竹道路との事業との進捗との関係になると思うんですけれども、910万

円は安くはないと思うんですけれども、何年ぐらいもたすというか、要するに、雨水幹線

に岩国大竹道路、港町ポンプ場の進捗状況ってどうなってるのかなと、市民の方からも要

望が出てると思いますし、早期にあそこの道路を通ると随分、あそこは道が走りやすくな

ると思いますので、早期にポンプ場なくなったほうがいいと思うんですけれども、あとど

のぐらいあとかかるか聞いておられますでしょうか。 

○西村委員長 古賀土木課長。 

○古賀土木課長 岩国大竹道路の進捗状況については、申しわけございません。今の段階で

明確に言える情報をいただいておりませんので、現在、ポンプ場を管理する土木課としま

しては、これを放っておいて、どうせなくなるもんだから、お金をかけなくていいんじゃ

ないかなというような感覚でおらないように、やっぱり今、効果があるもののポンプにつ

いては、これによって浸水を免れてる方がいらっしゃる、そういうところを意識して、当

然、オーバーホールや改良は今後も継続していくという姿勢で、予算のほう確保させてい

ただくということにしております。済みません。答えに直接当たらないと思うんですけど

も。よろしくお願いします。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 済みません。答えにくいことをお尋ねいたしました。 

  また、平成31年度の国の予算とかも決まって、岩国大竹道路の予定をお知らせいただけ

るような時期になりましたら、ぜひ議会のほうにも御報告をよろしくお願いします。 

  あと２点ほど、145ページのほうに、晴海臨海公園の関係になると思いますが、シーサ

イドゾーン等整備検討業務委託料650万円と１つ下に、シーサイドゾーン等整備工事、こ

れは額が大きいんですけども、業務を検討して、当該年度に工事もするというスケジュー

ルになっているんでしょうか。そこら辺を教えてください。 

○西村委員長 はい、どうぞ。 

○実本都市計画課課長補佐兼計画整備係長 まず、シーサイドゾーン等整備工事の件です。

第２期工事、こちらを平成29年度から進めております。平成31年度は、大型遊具の海側の

ほう、あちらのほうを盛土整地工事をやりまして、南北を結ぶ幹線園路とか、展望施設、

デイキャンプが楽しめる海辺の広場を整備する計画にしております。工事とまた別に、今

のシーサイドゾーン等整備検討業務委託料650万円を計上させていただいているんですけ

ども、当初の基本設計が、かなり昔にやっておりまして、現状とそぐわない部分もありま

すんで、そこを微修正しながらやっていきたいんで、まず、上半期にすぐ検討業務も発注
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しまして、その後に工事を発注するような流れになります。見直し部分に当たらない部分

につきましては、前倒しで、分離発注するような形も考えながら、対応していきたいなと

思っております。以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 わかりました。工事をやるのかどうか今から検討するんかと思ったもんですか

ら、誤解しておりました。ありがとうございます。 

  最後に、同じ145ページ、少し下に小方ケ丘緑地安全対策事業がございます。これでは

どういうことをされるのか教えてください。 

○西村委員長 実本計画整備係長。 

○実本都市計画課課長補佐兼計画整備係長 小方ケ丘緑地安全対策事業です。これは、平成

28年度に実施されました通学路の合同点検結果に基づく大竹市交通安全プログラムの対策

箇所に、県道乙瀬小方線の歩道整備が上げられております。県のほうで、その部分を整備

するということで、平成28年度から概略設計、平成29年度に測量、詳細設計に着手してお

ります。 

  歩道整備区間のところに、小方ケ丘側の緑地が接している区間がございまして、現地調

査を広島県のほうがしたところ、落石の危険性がある石が点在しているということで、安

全対策が必要となりますので、来年度に現地測量、設計を行うということで、予算計上さ

せていただきました。以上です。 

○西村委員長 他に質疑ございませんか。山本委員。マイクのスイッチ入れてください。 

○山本委員 きのうの私の質問に対して、明確な答えがないんで、重ねてお願いするんです

が、大竹市土地開発公社経営健全化方針、市の説明のこの文書によると、最後のページの

下段のほうに、事業用地は実施可能な事業から順次予算化し、市の再取得を進めると、こ

うなっとるんで、それできのう、事業用地は、実施可能な事業からという、順に進めると

いうことで、どの事業が対象になって、どの土地が対象になるかということを聞いたら、

新町３丁目のポンプ場の取得用地を予定どおり活用するような方向で取り組んでおるとい

う話でした。 

  ですから、改めて私、この場で聞くんですが、事業用地は、実施可能な事業から順次予

算化し、市の再取得を進めると、どこが対象になっとるかいうことを、改めてはっきりさ

せてください。それから、代替地で、当初の用途での処分見込みがなくなったものを、市

が補塡可能な予算の範囲内で着実に一般売却をすると、こうなっとるんです。対象になる

一般売却の代替用地は、どことどこなんか。はっきりこの場に示して、委員の皆さんを含

めた意見なり、求めるのが審査でしょう。なぜそれをやらないかということを、きのうか

ら言いよんです。そういうことは、審査にふさわしい資料なり出して、意見を求めるとこ

ういうのが礼儀じゃ思うんです。ここに文書出してるんですから、健全化方針で、今、私

が指摘した２点についても、具体的な中身が協議された上でこうなっとるんでしょ。委員

長もそういった点では執行部に必要な資料の提出をさせるように求めてもらいたんやけど。

皆さんわからせんでしょうが。 

○西村委員長 委員長の立場でなく、私も山本さんと同じ開発公社の理事としてですが、先
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般の理事会でその表示の場所は皆説明も受けたし、地図も見せていただきました。予算化

して順次売るという話を出席されて聞かれたじゃないですか。その資料が出てくるんです。 

○山本委員 全員がほいじゃあ理事ですか。 

○西村委員長 いや、あなたと私と和田委員。それで。 

○山本委員 予算特別委員会の審査がまともに務まると思うんですか。 

○西村委員長 いや、そうじゃない。だから、山本委員が言われるように、資料請求。 

○山本委員 公社のほうではそこまでやっとるのに、何で予算特別委員会に出さないんです

か。 

○西村委員長 それ、資料請求をしてください、先に。 

○山本委員 発言の時間が制約されるから、そういう委員長の意思ないんならないというこ

とでいいです。 

  この開発公社のことについて、今、いうようなことで、ぜひちゃんとしてもらいたいと

いうことです。 

  それから、142ページの大竹駅周辺整備事業に関連をして、先般いろんな事業年度計画

なり、予算の状況を説明して、議会のほうもそのことを踏まえた事業容認、から大竹市事

業評価監視委員会も引き続いてこの事業を進めるということでの合意をされておるようで

す。それで、私がこの場で聞きたいのは、この事業で国交省からの予算措置をされる補助

金と、それ以外、市が単独で負担しなければならないという部分があるわけやね。そこん

ところを補助金がつかない事業がこういうことで、これだけの事業費と、それから、補助

金はつかないが、市が単独負担しても進めるんだという部分で、その事業費がこれだけか

かるということを説明してもらいたいんですが、できますか。 

○西村委員長 山本都市計画課長。 

○山本都市計画課長 大竹駅の事業につきましては、平成35年までを計画しておりまして、

総額50億円弱ということになってます。市単独部分、それから国費部分、それから起債部

分ありますが、今、この場で少し紹介しても全体像がなかなかわかりにくいとこがござい

ますので、これについては、改めて、資料を作成いたしまして、わかるような説明をした

いと思います。 

○西村委員長 山本都市計画課長、今の説明でまた補足があります。はい、どうぞ。 

○山本都市計画課長 済みません。先日、生活環境委員協議会でお示しした資料の中で、例

えば、大竹駅の駅舎本体であったり、自由通路それから、駅前広場については国費対象、

おおむねそういった方向はありますが、細かい部分で、まだ市単独負担になる部分、なら

ない部分については、工種もたくさんございます。設計委託料も。それについてはまた、

別の詳しい資料で説明させていただきたいと思います。以上です。 

○西村委員長 別の資料が出てくるわけですね。細かい部分については。 

○山本都市計画課長 これから事業が進む中で、また新たな工種であったり、業務が出てき

ますので、わかる範囲での、簡潔な資料に取りまとめていきたいと考えています。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 もらってるの、この概算事業費ですね。この中に、大きくわかれば３つその財
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源の内訳があるように私は思うんですが、協定額というのがありますね。また、市負担の

部分も同じように、これから事業が進展するにつれて、変動する可能性もあるという意味

ですね、今、課長がおっしゃったものは。総額では、47億2,000万円という概算事業費が

出とるんですが、これも、事業の進展ぐあいでは、50億円になるかもわからんし、それ以

下になるかもわからんという、かなり幅のある変動があるということですね。予算上。し

かし、これは、やっぱり一定の根拠を持ってやるんでしょ、１年間のことですから。その

過程で、補助がつくものとつかないものという仕分けを、この事業は補助がつくと、この

事業は市の単独だということをちゃんと説明し、それを積み上げていけば、年度ごとにど

れだけの市の財源がここに投入されたと。国のほうから補助を受けて、事業費に費やされ

とると理解ができるんですが、予算上もそんな説明も何にもないから、総額だけ載せてあ

るんで。そういうことを、この予算の上でも一つ説明してもらいたいんですが。これは、

かなり大きな事業費として計上されております。平成31年度も。それできますか。 

  それから、もう一つ、147ページ市営住宅管理費に関する問題でお尋ねするんですが、

希望者が入居されたときには、プロパンガスが部屋ごとに固定されとるんでしょ。だから、

入居される人が、わしはＡという業者に頼みたいと、Ｂという業者に頼みたいということ

ができるようになっとるんですか。そこんとこ聞かせてください。 

  それから、148ページの平屋住宅解体工事。対象になるのはどことどこで、何件ありま

すか。 

○西村委員長 豊原監理課長。 

○豊原監理課長 先に、先ほど土地開発公社の関係で改めて御質問いただきましたときに、

こちらのほうお答え、タイミングがおくれまして申しわけございませんでした。 

  事業用地はどこがあるかということでございますけれども、毎年度の決算書を作成して

ございます。理事会にも諮ってるとこですけども、例えば、平成29年度の決算書でいけば、

22ページに事業用地として全てこれも事業実施すべき用地のリストアップされています。 

  例えば、話がありました新町ポンプ場事業用地であるとか、あるいは、駅前、駅裏広場

の整備事業用地であるとか、そういった事業用地につきましては、全てそういう形で決算

書にさせていただいているというところでございます。 

  それと、代替地について、先ほど委員長からもお話しいただいたと思うんですけれども、

２月26日の理事会において、話をさせていただきました。その中で、とりあえず土地開発

公社が持っている土地ということで、まず、土地開発公社において、地理的にどう判断す

べきかということで、５件土地をリストアップさせたものを提供させていただきました。

もちろん20年以上前に購入した土地ですので、境界立会できるかとか、隣地の了解が得ら

れるかどうか、あるいは、面積はどのように変わっているかということも、まず、売れる

かどうかということも判断をする必要ございます。その上でまた、理事会において、そう

いう売れるということになったら、今度は価格は幾らになるかという判断をしていただい

た上で、そのリストアップした土地に限りませんけれども、順次売却をしていくというこ

とでございます。一応、そういう形で理事会に諮っておりますので、まず、市の提出につ

いて、私のほうからというのではなくて、委員会のほうで諮っていただければと思います
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が、いかがでございましょうか。以上です。 

○西村委員長 讃井建築住宅係長。 

○讃井都市計画課課長補佐兼建築住宅係長 ２つ質問いただきました。まず、平家住宅解体

工事の関係でございますけれども、今現在、市内の平家住宅につきましては、218ぐらい

の数がございます。そのうち、100世帯ぐらいが住んでいらっしゃいまして、それ以外の

100世帯分ぐらいを解体しようと思っております。全部では当然ございません。平成30年

度まで1,000万円ずつの解体費でございましたけれども、一般質問等でも、今までいろい

ろ御意見をいただいておりまして、平成31年度からは、もう少し解体のスピードを上げよ

うということで、倍額の2,000万円を今回予算計上いたしました。特定した場所は決まっ

ておりません。平成31年度、解体予定であった何件かも、解体できないことがありまして、

そういうものの優先順位の高いもの、いろいろ現状で今、近鉄住宅管理が管理していただ

いているんですけれども、その中で地域から苦情があって、壁が壊れてるとか、屋根がだ

めになってるようなものから、解体していくという形で、平成31年度になって、すぐ選定

いたしまして、件数を確定します。また、国の補助金がございまして、補助申請して、内

示の決定が出て、他の事業との調整を見て、その内示金額によって、その件数も決めてい

こうと考えております。 

  次に、ガスの関係ですけれども、ガスについては、基本的に市営住宅アパートは、管ガ

スとＬＰガスのものがございます。管ガスのものについては、基本的に、そのガス会社と

の契約になると思います。その他のアパートについてもですけれども、基本的には一つの

ガス庫から、全体を供給しておりますので、その会社と契約ということになると思います。

単独で別に契約するというのは、基本的にはなかなか難しい。ですので、過去のガスに関

する陳情における審査でもお答えしましたように、全体をほかの会社に変えるということ

は、可能性があると思いますけれども、１人だけほかのガス屋にかえるというのはなかな

か難しいと思います。以上です。 

○西村委員長 実本計画整備係長。 

○実本都市計画課課長補佐兼計画整備係長 大竹駅周辺整備事業の件です。全体が７億

7,966万8,000円計上させていただいております。そのうちの対象となりますのが、予算書

の付表のほうですね、こちらの７ページになると思います。補助事業の中段に大竹駅周辺

整備事業がありまして、事業費、４億3,326万8,000円、こちらが補助対象事業費という形

になります。少し差が出てくるんですけども、補助対象にならない部分もあるんですけど

も、大きく言いますと、先ほど議員が示された資料、大体、自由通路協定の部分と、橋上

駅協定、協定外工事という形で分けております。大きく言いますと、自由通路協定につい

ては、基本的には社会資本整備総合交付金には対象になるという考えをしてるんですけど

も、橋上駅のほうですね、こちらのほうは、ＪＲさんに払う補償費という形で払います。

ただその実態として、実工事費とその補償費の間に差があります。そこの部分については、

単独という形になりますんで、今回、平成31年度予算計上した７億7,966万8,000円から、

対象が４億3,326万8,000円になってますが、その差がそういったところになってしまうと

いうことになります。なかなか全体像の中からいうのが難しんで、平成31年度を例に出し
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てお話しさせていただきました。以上です。 

○西村委員長 山本委員、３回目にします。はい。 

  それでは、他に質疑はございませんか。末広委員。 

○末広委員 先ほど、橋梁についてお聞きしたんですが、道路についてお聞きしたいと思う

んですが、先に、145ページの、公共下水道事業会計負担金事務で、２億円以上。毎期こ

の予算計上当然あるんですが、これをお聞きしたのは、道路って総延長で160キロ以上あ

って、400を超える台帳上の管理があります。私がいただいている固定資産台帳は、最初

にできたやつなんで、先ほどの橋梁のように、修繕しますよと、維持管理、維持費ですよ

ね、改良事業というのがあるので、維持と改良の区別がつかないんです。当然、ほとんど

の道路の下には、先ほどの下水道も上水道も走ってる。何割がそうなってるかわからない

んですけども、またこれは上水道事業の会計でもお聞きしたいとは思ってるんですが、こ

の先ほどの145ページは、公共下水道事業会計の負担金ということになってますよね。だ

から、事業としては、確かに職員さんが一般会計の範疇におられる職員さんが向こうに行

って仕事しだしたら別会計ですから、そういう負担金という概念だとは思うんですが、道

路と上下水道いうのは、すごく絡むと思ってるんです。そういう中で、私が今いただいて

る固定資産台帳いうのは、最初にできただけなんで、それから後、数年経過しとんですけ

ども、維持事業と改良事業ですね、道路に限って言わせていただけると、維持事業と改良

事業のときには、その下にある上下水道の配管ございますよね、それらとの工事の関係性

いうのが、どうつながるのかなと、上下水道局に伺いますと、角の画面上に、図面がぱっ

と出てきて、配管も何もかもみんな載っとるんです。水道料金の請求先の固有名詞まで全

部載っとる。下水道の場合もそういうＧＩＳを使っても、やってらっしゃるんですが、道

路を見させてもらうと、大きな図面が出てくるんですよね、紙の上に描いたような図を、

デジタル上でつなげて重ねて見れないです。維持事業や、また、区別がつかない改良事業

をするときに、その下にある上水や下水や、下手したら工水が横切ってるかもしれない。

そういうやつの関連性を今の現在では、別の管理なんで、重ねて見れるシステムがない。

そうしますと、改良、新規だったら当然ですけども、改良するときの内容と、維持の工事

の内容を教えていただけませんか。 

○西村委員長 古賀土木課長。 

○古賀土木課長 まさにおっしゃられるとおり、上下水道のほうには、ＧＩＳ導入されてお

るんですけども、現段階では、道路管理においてＧＩＳはありませんので、紙の台帳で管

理させていただいております。ただ、道路を改良していくなどの場合、当然、維持も含め

てですけれども、上下水道に限らず、中電さん、ＮＴＴさんとかいう地下埋設とあと、電

中さんとか、架線等の俗に占用者と我々のほうからは言っておるんですけれども、そちら

のほうと協議をさせていただきまして、恐らく以前にも紹介したことがあると思うんです

けども、特に上水道などは、更新計画がある場所については、道路改良とあわせた形で、

同時期にできる限り進めるようにというのを心がけておるところでございます。という御

紹介でよろしかったですかね。 

○末広委員 維持と改良の明確な区別。 
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○古賀土木課長 維持と改良の明確な区分けは、基本的に現状をそのまま継続して使うため

の維持と、あと、要は、今の道路の質を上げていくものを改良ということで、維持は当然

ながら、単独財源でさせていただくんですけども、改良という表現的に高質化というんで

すか、よりよくしていくという形のものを改良費と位置づけまして、区分けをさせていた

だくということでございます。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 済みません。言葉の上の要件なんで、明確な区別、私もぴんとこないんですけ

ども、今後、固定資産台帳上のリストアップなんですが、もう新設で今ありますよと、そ

れを修繕します。当初は、大型車が通らない道路だったけども、大型車が通るようになっ

たんで、道路上の面が薄いんじゃいけんけ、掘り返して、頑丈なやつにかえるよというな

らそれは改良になるんだと思うんですが、そういう区別をもっても、道路管理台帳上管理

ですね、固定資産台帳にそれが載ってれば、それと今、橋梁にしても道路にしても、計画

性を持ってやってらっしゃる。でも先ほどシステムとしてデータつながってないですから、

その都度協議はされるんでしょうけども、小方ケ丘のように、電線まで埋設されて、電柱

がないような街になれば、そういうところの協議も当然必要に今後なっていくんだと思う

んですが、そういうとき、データが紙ベースで、お互い独自の予算の原資の制約なんかを

踏まえた計画性を持ってやろうとしたときに、他の事業や、他の業者の埋設物との関係性

なんか出てくると、後追いになっちゃうような気がするんです。事前に計画段階で、デー

タが重ねて見れるようなことをしていくことが必要な時代になってきてると思うんです。

道路だけでも約160億円の今の金額上で試算なんですけども、当初が約160億円で、今現在

もうそれを６割ぐらいは償却している。50年の耐用年数で30年は経過しとるのが我が町、

それだけインフラ整備は早くから、先輩方の御苦労で提供いただけてるんが私の市民の当

たり前のインフラなんですが、それを、維持していくだけでも、約170億円、かつての貨

幣価値も含めて、約170億円でつくった道路を、400の項目がある。それに維持とか改良の

工事のデータがつけ加わって、今現在でも６割は償却が済んどるってことは、傷んでおる

ということですよね。それを直すときの他の事業との関係性を、どう密度を上げていって、

住民生活の維持に水道や電気や、道路を通行するという我々の行政サービス、享受がうま

くつながっていっていただけるような、今後の見通しを立てていくに必要なシステムの共

有化が必要な時代に来てるような気がするんですよ。寺岡議員の言うドローンじゃないで

すけども、紙の上でものを見るよりは、画像で動画で見るほうが、直感的にわかると、市

民にも説明しやすいというようなことと同じように、今の時代のある意味の新しい社会イ

ンフラを活用できる部署じゃないと、一番上ですから道路の路面は、地下じゃなくて。全

部の影響を受けるわけですよね。下水管が破れりゃ上もまた削らにゃないけん。水道管が

破裂したらまたやらにゃいけん。それがまた両方のどっちの予算やという話にもなるでし

ょうし、そういうことが関連されてる事業部門としての御苦労を、今後少しでも軽減し、

レベルを上げていっていただくためには、どんどんぜいたくをいうていただいていいと思

うんです。そういう時代ですから、その辺について先ほどタブレットの活用事例をお聞き

しましたけども、もう政令市のクラスだったら、恐らくそういうシステム当然、導入され
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てると思うので。でもソフトは、同じソフトですね、データ量が違うだけだと思うんです。

そういう面では、大竹市なんかは早くにインフラ整備が進んだまちなんで、そういう時代

を迎えてるまちだと思いますので、小ちゃいまちではありますけども、積極的な取り組み

に向けたシステム導入の御検討いただきたいと思うので、その辺についてお話しいただけ

ればありがたいです。 

○西村委員長 はい、どうぞ。 

○敷田土木課主幹兼管理係長 土木課管理係長の敷田でございます。今、委員さんおっしゃ

いました道路台帳につきましては、平成30年度の予算で、システム電子化ということで、

予算を認めていただいてますので、電子化がようやく達成できることになっております。

それ以外の先ほど言われた下水道とか、その他のインフラ等のＧＩＳでの整合性、共有化

につきましては、全庁的な今後の課題かなと考えております。まずは、第一歩目として、

道路台帳につきましては、電子化に取り組んでいるところでございます。以上です。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 済みません。電子化の内容とは。デジタルデータにかえる、画像を画面で見れ

るということですか。 

○西村委員長 敷田土木課管理係長。 

○敷田土木課管理係長 現在は、紙ベースの道路台帳に関しては、職員が手作業で行ってお

るところですけども、それを全部の図面を電子化しまして、例えば、道路の証明等も、道

路の位置の証明とかも、速やかに交付ができるようになっております。以上です。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 それは、一歩ずつ進めていただきたいと思います。楽しみです。いつも、紙ベ

ースの情報たくさん拝見したりもするんですけども、直感的に状況の共有ができるような、

設備導入に取り組んでいただければなと思います。先ほどの公共下水道事業会計負担金で

すか、これについては、まだ内容がよくわからないんですけども、当然、事業として絡ん

でるかなとは思って、そういうふうに解釈して、これはまあ下水道のほうの質問のときに

また詳しくお聞きします。以上です。 

○西村委員長 建石財政係長。 

○建石企画財政課課長補佐兼財政係長 公共下水道事業会計負担金についてなんですけど、

こちらは、毎年４月上旬に総務省から公営企業会計の繰出金の基準が示されます。病院事

業とか、水道事業、こういったものについては、一般会計から繰り出しなさいというので

基準が示されるんですが、公共下水道事業に対しては、主なものといったら雨水関係にな

るんですけれども雨水処理については、下水道の使用料ではなくて、一般会計からの繰出

金で賄うべきであるという考えで、約２億2,700万円の金額を平成31年度予算計上してい

ますが、ほぼ、その多くが雨水処理に要する経費で、毎年度、一般会計から、公共下水道

事業会計の繰り出しを行っております。以上です。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 最後に、ちょうど固定資産台帳の御専門が手を挙げていただいたんで、先ほど

申し上げた、修繕とか、改良工事の実行に関する予算についての計上の方式についてお聞
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きしたい。 

○西村委員長 建石財政係長。 

○建石企画財政課課長補佐兼財政係長 先ほど、土木課からありましたように、何かしらの

機能アップにつながるものが改良であると捉えております。固定資産台帳への計上、一番

種類が多いのが土木課の関係です。何を載せるべきか一番苦労するのも土木課の関連のも

のです。土木課とも頭悩ませながらやりとりをいたしております。基本的には、額のライ

ンというのも当然引くんですけれども、改良工事が固定資産台帳に載る候補になるとは考

えております。以上です。 

○西村委員長 他に質疑ございませんか。 

  ないようですので、２回目の質疑を終結いたします。 

  続いて、３回目の質疑を行います。質疑はございませんか。山本委員。 

○山本委員 結局、土地開発公社の健全化の方針で、うたわれてるようなことは、市長のほ

うでは、具体的に協議を通じて、事業用地の活用を図るということには、何も具体的な意

見をお持ちになってないわけやね。毎年のように、新町３丁目のポンプ場の早期建設とい

うことを決算特別委員会でも、予算特別委員会でも、一般質問でも、常任委員会の場でも

浸水対策、防災対策の一環として、議員から要望が出されておるわけですが、この場でも

まだ、新町３丁目の新町雨水排水ポンプ場を一からどうするとかいう具体的なことは決ま

ってないいうことやね。決まってないというよりか、決めようがないと、同ポンプ場をつ

くることよりか、急ぐことがたくさんあるから、後回しにならざるを得んというのが実態

なんでしょ。はっきりさせてください。何か期待を持たせて、その場限りで終わるという

のがずっとこの例年のことなんですけど。新町ポンプ場のことについて、要望がない年は

ないですよ、一般質問にしても、予算決算の審査の場合でも、それでも全然形も見えなけ

れば、具体的にこっから手をつけるということもないんですか。それなのに、この文書や

答弁の中では、いかにもやるんだというような説明になっておるけれども、実際には何の

姿も見えないと、私は思うんですが、そうじゃない、ここまで手順を踏んで、事業を進め

る手だてをとっておるんだという意図があれば、それをしっかり言ってください。 

  それから、大竹駅周辺整備事業のことについて、自由通路については、国の予算の対象

になり得る可能性なり期待があるという話ですが、東口と西口をつなぐのは、本来的には、

都市計画道路の延長線上にあると、ただし、都市計画道路と言えば、両側に歩道をつける

とか、車道の幅員が何ぼ必要だとか、構造上の規定があって、適合しないと都市計画道路

としての認可も国の補助もつかないということもあったりで、まさか、大竹駅の橋上駅が

そういう構造規定にはまるかどうかいうことで、今まで我々は都市計画道路の延長線上だ

と思いながらも、これは、得異な事業で、事業通路として、今考えとるようなポイントを

延長で、事業を進めるということなんですが、こういうことについては、国交省も都市基

盤整備なり、まちづくりの上での多様な対応をしてる時期ですから、大いに交渉を重ねて

もらって、市の単独でなしに、国の予算がつけられるように、頑張ってもらいたいという

ことを申し上げておきたい。 

  それから、市営住宅管理費の問題ですが、147ページの。入居を希望する人が、抽せん
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で認められて入居すると、その際に私は、今まで使いよったから、マルヰプロパンを使い

たいとか、広島ガスを使いたいとかいうことができないんですよね、事実上。できるんで

すか、できないんですか、そこまずはっきりしてください。 

○西村委員長 古賀土木課長。 

○古賀土木課長 新町ポンプ場の状況ということで、ただいまこちら土木費の場所ですので、

私のほうから。土木課が新町ポンプ場の前の道路の用地を一緒に予算計上させていただい

て、交渉、一緒に取り組んでおるということで、私のほうから答えさせていただければと

思っております。 

  新町雨水排水ポンプ場、昨日もお話しさせていただきましたように、平成29年度に用地

費のほうを補正予算で認めていただきまして、やむなく本年度に対して繰り越しをさせて

いただいておるんですけれども、その用地交渉というのが、ごめんなさい、個人情報等そ

の他、細やかな配慮が必要な案件ですので、詳細は申し上げられませんが、少なくとも私

の記憶にある限りでも、ことしに入ってからも、私、交渉記録表３つ以上書かせていただ

いております。それほど密に話を進めて、解決の方向に向かって、物が進んでいますが、

悲しいかな年度内に間に合わない可能性が今の段階ではありますけれども、協議のほうは

進めておりますので、この件は、上下水道局と一緒になりまして、実現に向けて、取り組

みを進めているということの説明にかえさせていただければと思っております。以上です。 

○西村委員長 讃井建築住宅係長。 

○讃井都市計画課課長補佐兼建築住宅係長 ガスのことですけれども、市営住宅のアパート

では、簡易ガスのものとＬＰガスのものがございます。入居のしおり等において、簡単に

説明しますと、どこどこのガス屋さんですよということがしおりに書いて、そのアパート

に入る前はどこどこのガス屋というところが一応決められて入る形になります。変えれる

かどうかということですけれども、管ガスのものについては、基本的に変えるのは大変不

可能だと思いますし、普通のＬＰガスに関しては、基本的にはできないという回答をさせ

ていただきたいと思います。物理的に、どこかからガス管を引っ張って、その部屋だけに

変えるということが構造上できないかどうかということは、検討したことはございません

し、消防法とか、いろんなものまたクリアしないといけませんので、基本はできないと思

います。以上です。 

○西村委員長 山本都市計画課長。 

○山本都市計画課長 先ほど、駅の自由通路の国費の活用でございますが、山本委員言われ

ましたように、道路の構造につきましては、車道歩道のある街路、それから、歩道専用街

路、いろんなケースございます。このたびは、歩道専用の街路というとこもありましたの

で、これについては、また国土交通省のほうには、これに限らず、いろんな面での予算要

望等々ございまして、なるべく国費の投入が可能になるような努力をしていきたいと考え

ております。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 入居されとる人へのガスの供給の問題ですが、できんのでしょ。結局、入居さ

れる人が、わしゃマルヰプロパンがええんじゃ言うても、既に大竹市は、現在、２社と契
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約をして、そこへガス供給施設としての貸与契約を結んで、２社だけが供給できるように

初めからしとるわけですから、新たに入居する人が、わしゃこれがええ、あれがええ言う

ても事実上できない。できないのに、ガスの高い安いに文句があるなら、皆さんが話し合

うて、投票してどうのこうのじゃいうようなことをいうて、事実上、選択権を奪われた人

に、責任を転嫁するようなことを当時の生活環境委員会は陳情を採択にした。それは、執

行部の説明の不十分なり、改善対応をどうするかいう方策を示さないからそうなったんで

すよ。新たに入居される人に選択権があるんなら、それはいいですよ。入居すると一緒に

責任を持って、皆さんで意見交換をしながら合意を得て、他の業者に決めるということが

可能なら。そうじゃないですよ初めから。だからそこのところをよく考えて、対応がすっ

きり皆さんに理解できるように、お互いにすべきだということを申し上げて、今後の改善

についてはまた、機会があれば意見を述べるということになろうと思いますが、まず、担

当課のほうで、そこんところをよく考えてもらいたいと思います。 

  それで、148ページの平屋住宅解体工事の問題ですが、今のところ、対象になる解体家

屋がないとこうおっしゃるんですが、これは、平成30年度あれですか、入札の機会を持っ

て、解体に向けた作業をしたが、業者のほうが参加しなかったということですか。どうい

う経過であれです。解体事業が進まんので、平成31年度は大幅な予算措置をせざるを得な

かったと、さっきの説明では聞こえたんですが、もう一回そこのところ説明してください。 

○西村委員長 讃井建築住宅係長。 

○讃井都市計画課課長補佐兼建築住宅係長 まずガスの点について、１点だけですけれども、

アパートに入ってる方で、１人だけほかの会社にかえるとかっていうのは、基本的には不

可能だと思われますという回答でございます。平屋住宅解体工事に関してなんですけれど

も、先ほどの説明がまずかったんであれば、訂正いたしまして、平成30年度も予算がつい

ております解体工事については、今、順次進めて、解体中でございます。ただ、当初予定

していたものの、優先順位をある程度つけてやっておりまして、予定していたものが解体

できないものに関しては、平成30年度、最優先という形でやっていくのと、平成31年度に

ついても、国の予算のつく範囲の中で、解体していくということでございます。また、ど

こをというところなんですけど、現状、200のうち約100ぐらい空き家がございまして、解

体できるものは多々ございます。ですので、予算の範囲でしっかり解体を進めていきたい

ということでございます。以上です。 

○西村委員長 山本委員、先ほどの職員の答弁に関してなんですが、先ほど、委員が言われ

たプロパンについては、採択したというんじゃなしに、不採択でしたからね、議会では。

だから、もう採択はしてませんので、それを含んでの発言というふうに。 

○山本委員 そういう経過があったということを説明の中で加えたんで、採択したかそのど

うのこうのいうことをこの場で問題にして、そのことに決着をつけよういうことじゃない

んだから、そういうことはあなたが言わんでもええような気がする。執行部とのやりとり

を。 

○西村委員長 あなたの委員としての採択をしたという発言があるから言うんですよ。 

○山本委員 不採択にしたということを言ったんですよ。本会議で不採択の報告があったと



（31.３.14） 

－18－ 

きは、私はそのことに反対しとるんだから、議会で。私の言葉のあれがよく聞こえなかっ

たか、言い方が悪かったかわかりませんが、そのことを委員長として質問者にいろいろ言

わないで。 

○西村委員長 私の委員長としては、採択のように聞こえましたので、改めて通告しときま

す。 

○山本委員 発言が悪かった、済みません。 

○西村委員長 山本委員、どうぞ。 

○山本委員 それで、新町のポンプ場のことですが。これは、通常のやり方では、話はつき

ません。私も何十年前からそのことに関与して、いろいろ交渉にも入ったし、苦労した経

験があるんで、知恵を働かして、話がまとまるようなことを考えてもらう必要があると思

うんです。そのことについて、もし地元の自治会の会長なり、知恵をかりようと思えば、

接触してみて、進めてください。そのことをお願いしときます。 

○西村委員長 他に質疑はございませんか。田中副委員長。 

○田中委員 済みません、１件だけお願いします。 

  大迫谷尻線のことについて、お聞かせください。７月の豪雨で、２カ所崩落をいたしま

した。大人原から谷和行くほうについては、素早く補修をし、今、十分通れるということ

になってますが、谷和から谷和口へおりる道については、いまだ通行どめになっておりま

して、８カ月が経過をしております。地元の方にとっては、非常に重要な生活道なんです、

これは。大竹市の斎場に行く道路の崩落とは違う。大人原へおりて、それから、松ケ原、

渡之瀬ダムを通って、栗谷支所行ったりなり、それから、農繁期になると農協との往復が

いろいろあるんですが、これいつごろに手が加えられて、せめて、軽四でも通れるぐらい

にしてほしいというのが地元の皆さんの願いなんですけども、その進捗状況について、一

つお聞かせください。 

○西村委員長 山田工務係長。 

○山田土木課主幹兼工務係長 土木課の山田です。大迫谷尻線、谷和から谷尻方面の通行が

できてないということについて、特に谷和地区から栗谷のほうに行かれる方から何件か問

い合わせが、いつごろ開通するんやという話は伺っておるとこで、いろいろ御迷惑おかけ

しているところでございます。この災害復旧できてない箇所についてなんですが、災害の

補助を受けて、工事を進めるということになっておりまして、県内、災害がたくさんあっ

た中で、災害査定を受けたのが10月の上旬でございました。その後、災害の最終的な決定

通知を受けて、入札を行いました。１回目が、11月21日に執行予定として行いましたが、

不調になりました。その後また続いて、２回目を12月18日執行予定として行ったんですが、

これもまた不調になりました。これは、主な原因として、県内、技術者の不足ということ

で、受注しても工事ができないということで、落札に至らなかったのではないかと聞いて

おります。その後、市としましても、かなり年度ぎりぎりになりますので、平成30年12月

定例会において、年度をまたいで工事が発注できるような、繰越明許費の補正の議案を提

出させていただき、手続をとった上で、国に対しても年度をまたいでもできるような手続

をとった上で、改めて発注の準備をいたしました。最終的に入札が執行されて落札された
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のは、平成31年２月13日です。今、現在ですが、既に現地の準備等に入っておりまして、

３月下旬から４月上旬には現場で工事のほうに入れると思っております。工事の完成なん

ですが、目標としましては、６月上旬、梅雨前までには、何とか開通できればと思ってお

ります。もう少し、大変御迷惑をおかけしますが、何とかやりたいと思いますんで、よろ

しくお願いします。 

○西村委員長 田中委員。 

○田中委員 ありがとうございます。そういったことも、中間報告でもええから、地元の方

に御報告するいうことも大事なことだと思うんです。ただし、執行部サイドでどんどん話

は進んで、１回目、２回目ともに不調だったいうことは言いとうはないかもわからんけど

も、そういうことも含めて、今、お聞きしました。６月中旬には完成ということで、地元

の方も大変喜んでいただけると思います。ありがとうございました。終わります。 

○西村委員長 他に質疑ございませんか。はい、議長。 

○児玉議長 147ページの御園集会所設計業務委託料のことで、聞かせてもらいたいんです

けど、この御園集会所設計業務委託料のことを言いよるんじゃないですけど、昨今、設計

業務委託料のところで、予定価格を大幅に下回った入札が目につきます。公立保育所等設

計業務でも、予定価格が約6,200万円に対して、2,200万円。大竹会館改築等事業ですか、

それも約5,900万円の予定価格が2,285万円というように大幅に予定価格を下回っとるんで

すけど、予定価格を下回っとるのは大変いいことなんですけれども、工事請負の場合は、

やっぱり図面がありまして、数量も、明細もあります。使用材とかも全部設計のする段階

において、わかるようになっとるんです。この設計業務委託料を発注するときの基準は何

なんでしょうか。何もない中から、設計業務委託するということで、例えば、平米幾らで

いくとか、設計図書何枚つくらにゃいけんとかは、ヒアリングを最初にすごいするとか、

でないと、何もないところから設計せいいうて、これが1,000万円ですよと言われても、

設計業者さんも書きようがないと思うんです。ここんところは、一番に何を基準に設計業

務って委託されるんでしょうか。 

○西村委員長 讃井建築住宅係長。 

○讃井都市計画課課長補佐兼建築住宅係長 建築関連の設計業務委託のみについてお答えい

たします。建築関係の設計業務委託料に関しましては、国の告示に基づく基準等がござい

ます。その告示に係数であるとか、経費等が示されておりまして、新築の建物であれば、

その係数に基づいて、面積と掛けて、算定しています。また、用途によって違います。倉

庫であるとかであれば簡易になりますし、庁舎であれば高くなるとか、いろいろございま

すけれども、そういう係数に基づいて、計算されたものに、あと国が示しております人件

費の単価がありまして、その単価を掛けて算定するとなっております。 

  補足いたしますと、大竹会館であるとか、庁舎の改修等に関しましてですけれども、発

注するときには必ず仕様書というものを作成いたします。その仕様書の中に、細かくどう

いう設計をしなさいということがいろいろ書いておりますし、条件もいろいろ付しており

ます。新築じゃなく改修であるとか、大竹会館みたいに改修と新築がまざるものに関して

は、きちんと見積もりを３者以上からいただいて、それから最低単価で設計するという形
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で発注しておりますけれども、結果的には、最低制限価格を設定しておりませんので、あ

あいう予定価格を大きく下回る入札結果になることもあります。以上でございます。 

○西村委員長 児玉議長。 

○児玉議長 じゃあ、いろいろ見積もりをしたり、最終的には市の職員の方が予定価格決め

るということなんでしょうけど、それはそれで、最低制限価格がないのはどうかのと思う

ところが多々ありまして、例えば、工事請負業者は、設計当初にきちんとした図面が書い

てあれば、それなりにその図面どおりにやればいいんですけど、中にはこれ安かろう、悪

かろうの図面を書いとる設計業者が仮にあったとしたら、工事請負業者さんやっぱり打ち

合わせに再々、都市計画課のほうに伺わにゃいけんことが多くなるんです。そこのところ

をよく考えて、最低落札価格を決めるとか、予定価格を決定するときに、もう少しヒアリ

ングをたくさんするとか、これとこれだけは書いてくださいよと、そういうふうに頑張っ

てもらえんですかね。余りにも違い過ぎるんで。 

○西村委員長 豊原監理課長。 

○豊原監理課長 今、議長おっしゃるとおり、工事価格については、最低制限価格、あるい

は、調査基準価格を設定して、品質確保のための制限といいますか、公共工事でございま

すので、いわゆる安かろう、悪かろうというのは、厳しく制限はしているというところで

ございます。 

  ただ、コンサルの関係につきましては、正直、どちらかといえば、頭脳労働の関係が多

いということで、なかなか適正価格を正確にはかるというのは難しい面も実際ございます。

それで、直近の平均の落札率で申し上げますと、例えば、平成29年度でいうと、総額ベー

スでいうと約80％前後となっておりますんで、正直、いわゆる設計においても安かろう、

悪かろうというのがあってはまずいということで、実際に、最低制限価格を設けておりま

せんけれども、今後もそのようなことが続くということであれば、最低制限価格の検討も

必要になってくるであろうと考えています。以上でございます。 

○西村委員長 児玉議長。 

○児玉議長 ありがとうございます。専門知識を持った職員さんを誰かつけるとか、いろん

な方法あると思うので、落札価格の余りの大差がないように、今後よろしくお願いします。

終わります。 

○西村委員長 他に質問ございませんか、質疑は。 

  ないようですので、以上で、第８款土木費、第11款災害復旧費の質疑を終結いたします。 

  このまま質疑を継続してよろしいでしょうか。 

  それでは、第12款公債費の質疑に入ります。 

  第１回目の質疑を行います。質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○西村委員長 以上で、第１回目の質疑を終結いたします。 

  ２回目の質疑を行います。質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○西村委員長 ないようですので、以上で、第２回目の質疑を終結いたします。 
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  ３回目の質疑を行います。質疑はございませんか。 

 〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○西村委員長 ないようですので、以上で、第12款公債費の質疑を終結いたします。 

  続きまして、第13款予備費の質疑に入ります。 

  第１回目の質疑を行います。質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○西村委員長 ないようですので、以上で、第１回目の質疑を終結いたします。 

  ２回目の質疑を行います。質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○西村委員長 ないようですので、以上で、第２回目の質疑を終結いたします。 

  ３回目の質疑を行います。質疑はございませんか。 

 〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○西村委員長 ないようですので、以上で、第13款予備費の質疑を終結します。 

  議事の都合により、暫時休憩をいたします。 

  開催は午後１時から、歳入一括質疑から入ります。 

11時39分 休憩 

13時00分 再開 

○西村委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

第１回目の質疑を行います。質疑はございませんか。 

細川委員。 

○細川委員 午後の部のまた一番バッターですが、よろしくお願いします。 

  財政推計ありがとうございます。まずは、市税の関係でお尋ねいたします。 

  平成31年度の税制改革は幾つかあるようですが、これの影響については、市の歳入のほ

うの影響はどうなんでしょうか。 

○西村委員長 はい、どうぞ。 

○藤本市民税務課課長補佐兼収税係長 今回、平成31年度の予算に関しましては、予算の算

定をした時期には、まだ改正、細かいものが出ておりませんので、従前に平成30年度以前

に改正の確定しているもの、そちらのほうの影響は予定をしておりますけれども、平成

31年度改正に関しましては、予定を入れてない状態での推計をさせていただいております。

以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 消費税の関係でいろいろと国も減税を考えているようですが、まだそれはこれ

には反映されていないと、わからないということですね。そういうことならしょうがない

です。一つだけ、新しい費目が入ってるなと思って、それを教えていただきたかったんで

すけども、環境性能割ですか、市税の軽自動車税のほうが、自動車取得税交付金、今期は

すごい下がってて、全増額で環境性能割交付金というのが入ってんですけども、これは、

どんなもんなのか教えていただければ。 

○西村委員長 藤本収税係長。 
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○藤本市民税務課課長補佐兼収税係長 環境性能割については、従来、自動車を取得すると

きにかかっておった自動車取得税が廃止され、新たに環境性能割というものが、軽自動車

を取得する際に環境性能に応じた税率でかかってくる、そういったものになります。これ

が、平成31年度中から導入のほう予定されております。以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 わかりました。全体的に組み替わったと理解していいってことですね。ありが

とうございます。 

  市税のほうに行きたいと思いますが、来年度の税収の中で、市税は若干減ってますが、

中でも大きいのが法人市民税、減の大きいのがという御紹介をいただきました。それとも

う一つ、固定資産税が不安要素あるんですけれども、どんなでしょうか、年が明けてから

のいろいろと景気の動向も毎日テレビであれやこれやと乱高下報道があったりとか、企業

が下方修正したりとかいうニュースも入っておりますが、全体として平成31年度、企業関

係の市税とか、あと、投資意欲とか、あの辺で感じるところがあったら教えてください。 

○西村委員長 市民税務課長池田さん。 

○池田市民税務課長 それでは、企業の税収等につきまして、御説明いたします。 

  このことを考える際に、一番大きなものとして、法人市民税と固定資産税というのが大

きいかなと考えております。我々、毎年11月に市民税務課から大手企業に対しまして、企

業調査表というのを送付いたしております。これにつきましては、今後の経営状況や、設

備投資等についてお聞きしているところでございます。 

  今回、この調査の結果を勘案するとともに、平成31年におきましても、大手企業におき

ましては、法人税割が下がることが一番大きく、それに加えまして、燃料や原材料等の高

騰による課税所得の減少があるということを見込んで減としております。 

  また、固定資産税につきましては、主に償却資産が関連すると思いますけども、これに

つきましては、景気動向や、企業の経営戦略、あるいは、大手企業の新たな設備投資が発

生すれば、平成28年度でしたか、大きな投資があったわけですけれども、そういった場合

には、税収も増と考えられるんですけども、現時点におきましては、減価償却を上回る設

備投資による増収が見込めないということで、減としておるところでございます。以上で

す。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 本当、余り楽観論できないみたいな感じですが、どうでしょうか、産業振興の

ほうの関係で、年が明けてからというか、下半期の景気動向はどのようにつかんでおられ

るのかを教えてください。 

○西村委員長 小田産業振興課長。 

○小田産業新興課長 それでは、広く中国地方、その後に大竹市の状況、私のほうでつかん

でおる状況というのをまず御紹介させていただければと思っております。 

  毎年、年４回ほど、中国財務局のほうで、管内経済情勢報告、中国地方の経済情勢につ

いてというものを発表しております。こちらのほうにつきましては、ことしの例えば、

10月時点におきましては、平成30年７月豪雨の災害がございました。こちらの関係で、７
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月時点では、豪雨の影響によりまして、回復のテンポが緩やかになっております。という

報告でございました。次に、年に４回ありますので、１月の状況でございますけど、こち

らのほうにつきましては、広く中国財務局の管内経済という形でいきましたら、管内経済

は緩やかに回復しているとされております。それで、本市におきましては、皆さん御存じ

のように、直接的な大きな被害というのは県内の他市町に比べて発生はしておりません。

しかしながら、いわゆる被災をされた取引先の企業に例えば、物を納めるなどしておる市

内企業もございます。そちらのほうにつきましては、間接的な被害が生じておる、幾らか

は影響を受けているという実態は聞き及んでおります。それで、本市としまして、一応、

それ以外で、いわゆる経済指標といいますと、例えば、雇用関係につきましては、市内の

企業の皆さんのほうからは、人手不足というお話もよく聞いておりますし、実際にまだ有

効求人倍率も、特に就業地ベースで非常に高い水準で高どまりの状況にありますという形

を聞いております。 

  また、各市内の企業のほうからは、例えば、工場を広げたいんだけど、土地がないだろ

うかというお話も聞いております。そうした幾らか設備を投資をしようとする意欲のある

企業もあるんですけど、若干土地が不足をしておるということを聞いておりますんで、企

業によって多少ばらつきはあると思いますけど、人を求めておる、あるいは、設備投資を

するための工場用地を求めておるという実態も聞き及んでいます。 

  また、先ほどの市民税務課長のほうからお話ありましたように、秋口には企業調査をし

ておりますけど、私どものほうでも、違う時期にアンケートを実施しております。その情

報を聞く中で、あわせて見る中で、景気がいいよという企業もございますし、例えば平成

30年７月豪雨の災害以外の要因で、若干、苦労されている企業もあるというのは聞いてお

ります。状況というのは、各企業によってばらつきがあるという状況であります。以上で

す。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 わかりました。 

○西村委員長 よろしいです。他に質疑はございませんか。山本委員。 

  マイクのスイッチ入れてください。 

○山本委員 今、法人税の税率は、年々引き下げられてきておると、私は思ってるんですが、

大竹市のほうでは、税率について、どの程度の税率を適用されとんですか。それで、いつ

か、この法人税の税率の問題について質問した際に、自治体によっては、必ずしも国で規

定される税率を、機械的に適用しなくても、自治体判断である程度のパーセンテージの引

き下げ可能だということがあって、大竹市としては、そのことを踏まえた税率の適用を長

い間やってきたという経緯があるんですか。現在はどうされております。 

  それから、固定資産税について、先ほど同僚議員から質問があったのと重複するかもし

れませんが、固定資産税に対しては、国のほうの評価が決まれば、それが市内の要所、要

所に適用されて、そこから路線価の動向で税金が決まってくるという仕組みになってると

思うんですが、この固定資産税評価に伴ってのこれは歳入計上になると思うんですが、大

竹市の場合は、全体的に固定資産の評価そのものが下げられたん、下がったん。どういう
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ことで減収の原因があるのかということ。それから、この固定資産税にかかわって、１点

要望したいんですが、従来からの新幹線とか、高速道路とかいう軌道が走っているところ

の、両側については、固定資産税を減免するという措置をとってきた歴史がありますし、

現行もそうされとると思うんですが、これは、土地が評価しようにも、そういう環境の悪

いところは、どうしても売り買いの場合に不利になるわけですから、所有者にとって。ま

た、生活環境も事実上、新幹線のすぐそばなんかでは、やかましくてやれんという苦情も

絶えんぐらい、騒音に悩まされとるいう状況もあるわけです。それに関連をして考えると、

阿多田の場合、固定資産税の扱いはどうなっておりますか。今の新幹線や高速道路の両側

の減免措置と同じように、米軍機の訓練騒音による被害も生活の上で影響を与えとるわけ

ですが、税制の上では、どういう扱いされております。私は同じように、騒音があるだけ

頻繁に市民の皆さんの影響に大きな苦を与えとるわけで、固定資産税についても、一定の

配慮をすべきではないかと思うんですが、どういう扱いになっております。 

○西村委員長 はい、どうぞ。 

○小野市民税務課固定資産税係長 固定資産税係の小野と申します。大竹市の土地の動向に

つきましては、平成30年７月を基準日として実施された広島県地価調査の結果が公表され

て、廿日市市とか、広島市については、もう下げどまって、廿日市市もゆめタウンなどが

できたりして、上昇傾向なんですけど、大竹市のほうは、中心部については、下げどまり

の傾向で、ほぼとまってる状態なんですけど、山間部とか、郊外のほうになりますと、ま

だ下落が続いているっていうのが現状でございます。 

  続きまして、先ほど、新幹線とか、高速道路に関して、何か減免とか、近傍の宅地とい

うことでよろしいですか。減価をしてるかということの御質問があったと思うんですけど、

騒音・振動補正という、減価補正があるんですけど、個別に具体的にどこの土地が減価さ

れているかっていうのは、情報持ち合わせておりませんし、税情報になりますので。ただ

し、そういった補正自体は、制度としてはございます。 

  しかし、減免みたいに、ほとんど税金がかからなくなるとか、そういったものではござ

いませんので、税金としては、かかるような制度になっております。 

  また、阿多田につきましては、米軍の飛行機の騒音による土地や、家屋の補正というこ

とですかね。それについては、私の記憶している限りでは、騒音補正とかは適用はしてな

いと記憶しております。以上でございます。 

○西村委員長 藤本収税係長。 

○藤本市民税務課課長補佐兼収税係長 法人税の税率についてですけれども、現在、平成

26年９月30日以前が事業開始年度の始期に当たる法人、こちらに関しては、14.7％。平成

26年10月１日以後が12.1％。それと平成31年度になりますけれども、平成31年度10月１日

以後に事業開始の始期を迎える企業さんに関しましては、8.4％と率が下がってきます。

それで、大竹市のほうで、独自に率を定めているかというところは、現在、それは行って

おりません。以上です。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 それで、固定資産税にかかわる減免措置です。この問題で、私は、以前、今の
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新幹線とか、高速道路が供用開始になって、沿線住民の皆さんからの騒音苦情を踏まえて、

他市でも沿線の両側についての個人所有地について、宅地を含めて、固定資産税の減免措

置をとられ始めたということがありまして、それに倣って、大竹市でも減免措置をとるべ

きだということをるる申し上げまして、そのように大竹市としても、減免措置をとります

という答弁をもらって、そのようにされていると聞いたと思っておるんですが、今、担当

のほうでは、そんなことは知らないということなんですが、よく調べてみてください。こ

れは記録に載っておりますから、私もこの記録だけは思い違いも何でもない、自信を持っ

て今言いよるんで。 

  そういうことを踏まえれば、阿多田の場合も、この米軍機が百二十何機にもなって、訓

練も頻繁に行われるという状況のもとで、ああいう騒音の激しい、危険度の高いところと

なった阿多田に、あえて移住するということは、なかなか一般の認識では、考えられん環

境になったよね。だから、阿多田に今、宅地開発をやったり、なかなかこれも思うように

進まないし、定住者をふやそうにも、こうした環境悪化によって、希望者も思うようにな

らない。漁業者にとっても、後継者をどうするかという悩みも深刻になりつつあるわけで、

そういうことをあわせ考えると、せっかく持っている土地が、評価も下がるし、利用度も

低くなるということを踏まえれば、固定資産税の減免措置を考えるということも、別段無

理な話じゃない思うんですが、検討をするというぐらいのことは、あってもいいと思うん

ですが、どうです。岩国市なんかそうでしょう。騒音の激しいところはそういう措置をと

っているんですから、場所によったら、岩国市よりかひどいんやけ、阿多田は。それでも

そういう配慮もしない、そういうんじゃ、私としても、阿多田の人にとっても、どうかな

と思いますよ。今、ここで速答できんにしても、検討するぐらいのことは、してみますと

か、岩国市なりの、実例を調査をしたりで、どうあるべきかということを考えるというぐ

らいのことはあってもいいわけですが、もう一回答弁してください。 

○西村委員長 池田市民税務課長。 

○池田市民税務課長 今、貴重な意見をいただいたと思います。減免というのは難しいかも

しれませんですが、土地の減価等々につきまして、そういった米軍の被害といいますか、

米軍の影響を受けている他市町村もございます。そういったところの評価の仕方もいろい

ろ研究、検討してみたいと考えております。 

○西村委員長 山本委員、次は２回目でよろしいですか。今、回答ありましたが。次は立っ

て発言をお願いいたします。山本委員。 

○山本委員 大竹市は、高速道路、新幹線の沿道についてもやってないという担当者の認識

ですか。 

○西村委員長 小野固定資産税係長。 

○小野市民税務課固定資産税係長 新幹線のところは、私の記憶でしたらたしか、減価の補

正をしてるところもあったのではないかと。高速道路も今資料持ち合わせていないんです

が、やってる可能性もあります。土地の評価の減価などについては、ただ、近隣の自治体

がどのような取り扱いをしてるかとか、この貴重な御意見を踏まえて、勉強させていただ

きたいと思いますので、御理解いただければと思います。 
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○西村委員長 よろしいです。他に質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○西村委員長 ないようでございますので、以上で、１回目の質疑を終結いたします。 

  続いて、２回目の質疑を行います。質疑はございませんか。山本委員。 

○山本委員 執行部のほうから、平成30年度の米軍再編交付金の使途についての項目ごとの

充当予定事業というのをもらっておるんですが、一番騒音の激しい阿多田についても、一

定の平成31年度事業の予算措置もされておりますし、阿多田に対する交付金の充当もされ

ておるということなんですが、一つだけ、この場でお願いとして市長の思いを聞かせても

らいたいんですが。 

  先般、１月19日に市議会の基地周辺対策特別委員会が自治会の皆さんとの意見交換会と

いいますか、機会を持ちました。そのときに、参加された阿多田の方が、大竹市議会は、

阿多田の問題について、いろいろ騒音その他、地域的な要求もあるが、議会でそのことを

取り上げて、執行部との意見交換を経て、我々の要求を実現する方向で動いてもらうよう

なことが伝わらない。阿多田のことは、重きを置いておられんのじゃないかとも感じるん

だという意見が出ました。そのときに、同僚議員からもそんなことはありませんよと、議

会で、本会議でも委員会でも阿多田の皆さんの日常の要望なり、特に騒音等初めとする基

地にかかわっての諸問題については、その都度、執行部との意見交換もしておるし、でき

る対策については、議会としても要望を重ねておると、また関係機関にもそれなりの働き

かけをやっておりますよということを、話をさせてもらいましたが、そういう中で、一つ、

ある人の意見を直接私が聞いたんですが、阿多田には、本会議の中継を放映するテレビの

設備がないそうです。個人的にケーブルテレビ業者と契約をして、自宅で本会議の中継を

見ておられる方もあるようですが、この本土の沿岸部では、公共施設の主なところには、

中継テレビを置かれて、市民の皆さんにも、本会議の際は中継等の放映に接する機会もあ

るんですが、阿多田にはそれがないんだと。ぜひ、阿多田にもそういうことを考えてやっ

てもらいたいと、島としても、漁業組合のある位置に面した民家が集中しとるわけですか

ら、漁業組合なりに、それを設置してもらえれば、見たいときに見れるし、市民の皆さん

が、議会の様子に、接触をする機会もあっていいと思うんですが、どうでしょうかという

要望があります。このことについて、そんなに大きな予算を必要としないんですが、どう

ですか。難しいですか、やるのは。まず、やる方向で検討もして、やるとすれば、これぐ

らいの費用がかかるが、平成30年度間に合わにゃ平成31年度でも設置するということにな

れば幸いですが。どうでしょうか。この平成31年度にはその予定はないようですね。一番、

被害を受けている阿多田の人にとっても、そういったことについては、できるだけ要望に

応えるようにしてもらいたいと思うんですが。どなたがこういう問題で、執行する上で、

責任を持ってもらえるんか。市長しかないと思うんですが。どうですか。 

○西村委員長 市長。 

○入山市長 再編交付金とは一言でいいますけど、再編を促進するための交付金でございま

す。市民の皆様方が理解をして再編がスムーズにいくということで交付されるということ

で、再編を認めている町にしか出ないということで、再編を認めてくださった方の御意見
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をしっかりお聞きするという法律の趣旨だろうと理解をいたしております。 

  また、交付は大竹市にされます。阿多田に地域的にされるものではないということで、

全市民の皆さんが、このことについて理解をして促進していくという趣旨のものでござい

ますので、もちろん、阿多田の方が一番御迷惑をこうむっているわけでございますから、

阿多田の方々の御意見については、十分に耳を傾け、そして、できるだけ実現ができるよ

うなことを防衛省とも接渉をしながら進めているわけでございます。今の議会のテレビ中

継の件については、初めて耳にいたしました。阿多田の方々、代表される自治会長さん初

め、漁業組合長さん、その他の方々、まとまった御意見を聞く中で、いろんなことは検討

していただきたいと思います。使途について御意見をいただいたということで、米軍再編

については、山本委員も認めてくださってると思い、これからも理解させていただきます。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 市長の今の発言は、私に対する皮肉に聞こえるんですけど。私は、米軍再編に

伴う岩国基地の強化には反対しとるんです。市長も最初は反対されておって、その時期に

は、初改選の住民大会においても、大竹の米軍基地に対する市民集会においても、市長は

その立場で、当時は堂々と米軍基地の強化には反対だという意思を表明されたんですが、

途中で思いが変わったが、私は変わっとらん。変わっとらんからいうて、市民からの声を

聞いたときに、私は、米軍再編反対で、その交付金を使うじゃあいうようなことはわしゃ

知らんよと言えますか。市民の声が、こういう声がありますよいうことを代弁をして、執

行部の皆さんの耳にも入れて、それをどうするかということを検討し、予算が必要なら予

算も政策しながら、活用すると。米軍再編交付金だといっても、一旦市の歳入になりゃ、

市民の税金じゃないですか。米軍再編に反対して、交付金の使い道なんかに口を挟むなと

いう言い方がありますか。そうじゃない、大竹市の今の基地周辺対策特別委員会では、再

編交付金を年々もらっているから、日本の国防に対する安倍政権の憲法改正に対する意識

においても、市民の皆さんの理解が進んでいるんじゃないかという評価をした文書まで、

基地周辺対策特別委員会は、こないだ中国四国防衛局に上げた文書の中にも、そんなこと

を書いてあるでしょ。だから、市民の中には、米軍の再編強化に反対する人もいれば、賛

成する人もおられる。しかし、一旦歳入としてそれがあれば、これは、市民のために使う

という税金なんですから。市民の反対者の意見を、おまえの要求を聞かんよとか、おまえ

は反対する議員だから、そんなことは交付金について、あれこれいうようなことは言うな

とか、いうようなことはもってのほかじゃ思う。違うというなら、違うと言うてください。 

○西村委員長 市長。 

○入山市長 御意見はしっかりお聞きすると言ったんで。別に聞かないと言ったわけではご

ざいません。 

○山本委員 そういうふうには聞こえなんだ。委員長、今の発言、わしの思い違いですか。 

○西村委員長 市長。 

○入山市長 補足させてもらいます。幅広く、阿多田の方々の御意見をまとめながら、実行

に移させていただくという発言をしたわけで、お一人お一人の議員の皆さん方の御意見に

ついては、大切にお聞きしておりますし、その都度聞いております。 
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○西村委員長 山本委員。立って発言してください。マイクのスイッチ。 

○山本委員 そういう声、要望に応えるべく、検討もしたり、取り組んでいくようにします

とか、しないとか、それを聞いとるんです。 

○西村委員長 市長。 

○入山市長 幅広く、阿多田島民の皆さん方の御意見をお聞きした中で実行に移すというこ

とを返答させていただいた、個別の案件について、優先順位については、まだまだ検討段

階ですから、ここでやります、やりませんという返答は難しいということを御理解いただ

きたいと思います。 

○西村委員長 よろしいですね。 

  それでは、他に質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○西村委員長 以上で、２回目の質疑を終結いたします。 

  続いて、３回目の質疑を行います。質疑はございませんか。 

○西村委員長 山本委員。挙手して委員長と指名してください。 

○山本委員 歳入と、これは全体にかかわる問題なんですが、予算特別委員会の前に、平成
30年から平成36年度の大竹市財政推計一覧表をもらいました。これはどなたが請求された

んか、あれですが、平成31年度に関しては、国が措置した地方交付税なり、それから、消

費税が10月から引き上げになるということを前提にした予算措置をされとるんで、国から

のこれまでの助成金とか、交付金とかというのは、そんなに減ってない思うんです。ほと

んどふえとるような状況ですね、これを見る限りでは。しかし、そうであっても大竹市が

策定した総合計画の中では、財源を必要とする事業が予定されております。そうなると、

また、大型公共事業のために、教育、福祉の分野にしわ寄せをするんではないかというこ

とを心配しておるんですが、財政推計の見通しでは、そういう心配はないと言えるんです

か。 

○西村委員長 三原企画財政課長。 

○三原企画財政課長 今後予定されてます事業があることは、私たちも重々承知でございま

す。できる限り、国の補助金等使ったり、交付税のバックのある起債を使ったりというこ

とで、財源には気をつけながら、財政規律をもって運営をしていきたいと考えております。 

○西村委員長 はい、山本委員。 

○山本委員 今、私たちの目の前にある事業としては、大竹駅周辺整備事業の問題がありま

す。大きな事業としては、それから、小方小学校、小方中学校の跡地の利用等に関しての

さまざまな事業案が小方地区のまちづくり基本構想で出ておりますけれども、これも、軌

道に乗れば、一定の資金を必要とする。それから、公立保育所等再編に伴う市立保育所等

整備事業の問題もある。さらには、大竹会館改築等事業の問題もある。だから、いろいろ

めじろ押しの事業が差し迫っとるんですが、これに加えて、新町３丁目の新町雨水排水ポ

ンプ場が、この席でもいろいろ前向きの答弁のような、何か取り組みがあるように聞くん

ですが、これが軌道に乗れば、これはたやすくいかんですよ。そういうことを考えると、

私は相当の財源を必要とするようになるし、そのことについて、福祉や教育にしわ寄せが
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あったんでは困るんですが、予算特別委員会に出されとる５カ年計画の中で、全部あれで

すか、起債にしても、財源の根拠があり、数字として載っとるんですか、どうなります。 

○西村委員長 山本委員、今、歳入の質疑ですので。後ほど総括で一括でお願いできたら。 

○山本委員 財政推計をもらっとるんだから、資料、あるでしょう。 

○西村委員長 総括ではいけんのですか。総括で一括してやるいうのは。今、歳入ですから。 

○山本委員 歳入のところで言うとかにゃ、またあれじゃない、総括で時間もないのに。答

弁できるでしょう。そういうことはちゃんと計算したんだから、担当課が。 

○西村委員長 それでは、建石財政係長。 

○建石企画財政課財政係長 大きな時期を見込んでるかということですが、大竹駅周辺整備

事業、大竹会館改築等事業、本庁舎耐震改修事業、また、市立保育所等整備事業を見込ん

でおります。今、言われました新町雨水排水ポンプ場とか、小方地区のまちづくり基本構

想については、まだ確たるものではないという形で見込んでおります。財源について、地

方債、国の補助金等ありますが、そちらについては、今把握できるものについてはこの中

に見込んでおります。以上です。 

○西村委員長 よろしいです。終わります。 

  他に質疑ございませんか。細川委員。 

○細川委員 申しわけありません。もう一つだけお尋ねしたかったのに、つい忘れておりま

した。資料をお願いしておいて、失礼なことをするところでした。 

  平成31年度当初予算における新規・拡充事業に関する財源内訳をお願いしてました。あ

りがとうございます。この中で、いろいろと工夫して財源を用意していただいているよう

ですが、地方債に関する部分で、今後国から交付税算入される地方債もあるかとは思いま

すが、どの程度が交付税で入ってくるのかを数多くありませんので、簡単に御説明いただ

ければお願いします。 

○西村委員長 建石財政係長。 

○建石企画財政課財政係長 地方債充ててる事業というのが数多くございます。 

○細川委員 記載の分だけでいいですよ。 

○建石企画財政課財政係長 ８つ事業充てております。このうち、全てでよろしいですか。

上から交付税の充当率という形ですね。概数と御理解いただきたいと思いますけれども、

４番目の漁港施設維持管理事業については22％、充当率90％です。そのうち40％の50％が

交付税算入と計算式になっておりますので、大体22％ぐらいが交付税として返ってまいり

ます。 

  ５番目の大竹駅周辺整備事業、こちらについても、同じく補助裏で大体22％ぐらいが交

付税として返ってきます。８番目の消防力強化事業、大型化学消防ポンプ自動車整備事業

につきましては、緊急防災・減災事業債を使います。こちらについては、70％が返ってく

ることになります。 

  その下、９番目の消防団資機材整備事業、10番目の防災情報等啓発促進事業、11番目の

本庁舎耐震改修事業についても、緊急防災・減災事業債という形で70％になります。１つ

あきまして13番目の市立保育所等整備事業です。こちらは、保育所の再編部分と子育て支
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援関連施設部分、子育て支援関連施設部分については、補正でも計上しましたが、将来に

備えて再編を基金として積んでるところです。保育所の再編の部分については、集約化、

複数のものを１つにまとめて、面積が減った場合というので、国からも積極的に促してる

ところなんですが、こちらは50％、交付税として返ってくることになっております。 

  一番最後、20番目の大竹会館改築事業につきましては、こちらも緊急防災・減災事業債

です。算入率は70％となっております。今、言いましたのは全て交付税の計算上の基準財

政需要額の算入率と御理解いただければと思います。 

  あと、平成31年度予算全体ということになると、大体、62％から63％が算入されるとい

う計算をしております。以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 ありがとうございます。今、予算全体でといったらほかの起債も合わせてとい

うことでしょうかね。それで、この70％というのが多かったようですが、これは、かなり

有利な財源であると理解してもいいということでしょうか。 

○西村委員長 建石財政係長。 

○建石企画財政課財政係長 先ほどの全体のは、ほかに例年どおり道路とか、県事業負担金

等起債事業がございますので、そういったのも全部含めた形ということになります。 

  70％のものについては、そうですね、有利な財源であると考えております。以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 ありがとうございます。本当にこれから必要な事業をするに当たって、少しで

も市民の負担が軽くなるようにという努力をしていただいているということで、ありがた

いことです。なんですけども、残念なことに、４番目と５番目でしたっけ、特に５番目の

大竹駅周辺整備事業ですが、これが22％ですか、こういった継続事業の場合は、何か例え

ば平成31年度は22％だったけれども、平成32年度、平成34年度はもう少し何かいろいろ工

夫して、算入率高くなるようなという工夫はもうできないと、こちらのほうは腹を決めた

ほうがいいような起債かどうかを教えてください。 

○西村委員長 建石財政係長。 

○建石企画財政課財政係長 先ほどの算入率は、事業費に対してではなくて、起債の借りた

額に対しての算入率という形になります。大竹駅周辺整備事業は単独部分ももちろんござ

いますが、社会資本整備総合交付金を充当して事業実施を予定しております。交付金の裏

については、一般公共事業債という起債が充てられるんですが、こちらが大体22％という

のがもう決まっておりますので、途中でふやすというのはないだろうなと思っております。 

  その裏の単独事業、単独事業も億単位であるんですが、こちらについては、起債は借り

入れは可能なんですが、交付税の算入バックというものがございません。ただの借金、後

年度に回ってくるだけの借金ということになります。そのため、平成31年度の当初予算に

おきましては、その他の大竹駅周辺整備事業の特定財源で３億6,000万円という数字が入

っておりますが、これまで、地方創生事業基金繰入金というのを、将来の大型事業に備え

て毎年度積み立てを行ってきておりましたので、将来の負担を軽減するために、平成31年

度交付税の算入のない地方債を借りるのではなく、こちらのほうの繰り入れを予定してい
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るところです。以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 大竹駅周辺整備事業は本当に大きな負担の伴う事業ですので、いろんな形で今

後も工夫していただければと思います。またいろいろと教えてください。ありがとうござ

いました。 

○西村委員長 よろしいですか。他に質疑ございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○西村委員長 ないようですので、以上で、３回目の質疑を終結いたします。 

  それでは、続いて審査に入りますがよろしいでしょうか。 

  それでは、これより一般会計歳入歳出全般にわたる総括質疑を行います。 

  第１回目の質疑を行います。質疑はございませんか。末広委員。 

○末広委員 せっかく長期にわたる財政推計いただいておりますんで、私まだ１期目で、決

算とこういうふうに、事前にいただいた財政推計と比較してきたのが、決算との比較です

ね、まだ２年しかないんで、こういう推計がどの程度実績を表現できるのか、まだその試

算ができる年数がたってないんですが、その前に、去年、この平成30年度からの推計が７

年度分出てました。ことし、平成31年度から７年度分出る。重なるところが６年度あるん

ですね。その同じ年度に対する２年間の財政推計の比較をしてみました。どういうふうに

それが変化していくのかという見方をしようとしていろいろ考察をしてみるんですが、財

政推計のやり方というのが、まだすとんと腑に落ちてない、仕組みがわからないんで、１

つだけ素朴な疑問から入らせていただこうと思う。民間の中小企業ですと、歳入と歳出が

ぴったりと一致することないんです。民間の場合は、借り入れは借金ですんで、行政の会

計の場合は、起債も収入ですんで、ぴったり一致するようにしていかれるんですね。この

財政推計だけは、歳入と歳出が一致してないんです、いつも。これは、両方の推計をする

仕組みがそうさせるんだと思うんです。ここ一致させようとする必要はないんで、いつも

違うんだと思うんです。大体歳出のほうが多いです。これは、歳入の推計と歳出の推計が

別の仕組みからきてるからだろうなとは思うんですが、ここでは、歳入歳出とも４項目、

５項目しかないですけども、詳しい市町では、10項目以上の項目で財政推計出してる市町

もあるんですけども、その他歳入、大きいですから、その中身がわからないところもあっ

たり、譲与税等と書いてありますが、その中身も分析してみないとわからないんで、自分

なりにひもとこうとしても仕組みが見えない。そういう意味で、この財政推計の仕組み、

当然、アクションプランと中長期の計画をお持ちの上で、歳出側はそれを組み立てていく

ことである程度出ると思うんですが、歳入側の推計の組み立ての仕組みというのがわから

んもんですから、それでその歳入と歳出が一致しない表というのがこれしかないんです。

行政の会計の仕組みの中で。違うことをとやかく言っとるわけじゃなくて、歳入側の組み

立ての仕組みと歳出側の組み立ての仕組みが恐らく違うはずなんで、そこを御説明いただ

ければ。 

○西村委員長 建石財政係長。 

○建石企画財政課財政係長 財政推計を出しております。このたびの財政推計については、
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平成30年度の決算見込み額、また平成31年度の予算額、また過去の決算等をもとに積み立

てを行っております。予算については、委員が言われましたように、歳入歳出同額になっ

ております。こちらの推計では、決算見込みということで、差し引きの赤字の部分が財政

調整基金等の基金の取り崩しになりますという形で、一致をさせない形でつくっておりま

す。この積み上げの仕方なんですが、扶助費等は、伸びの率をそのまま掛けたりして、増

加傾向という形で伸ばしたりしております。投資的経費とかは、これからの事業、大竹駅

周辺整備事業とか想定されるものを積み上げて、それぞれ年度ごとにばらつきがあるよう

な形になってます。それに地方債とも充当されるものは、そちらのほうに充てまして、公

債費もその借り入れに合わせて、新規分、既に借りてるものというのは、将来の公債費が

わかりますので、そちらのほう組み合わせて、公債費というのを積み上げております。 

  歳入においては、市税は見込みをもとにしておりますので、どうしてもずっと右肩下が

りという形で、こちらの推計では取り扱いをしております。こちら、譲与税が基本的には

同じ額並ぶんですけれども、この推計上は、地方交付税を譲与税等のところに含んでおり

ます。市税が減ればその分交付税ふえるということもありますし、先ほど地方債のところ

でありましたけど、交付税の計算式上算入される地方債というのもございますので、そう

いったところで毎年度の交付税の額というのも算出をしながら、ここに積み上げを行って

おります。すごくざっくりした説明になりましたが、以上です。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 下のほうに、今の財政調整基金及び減債基金の繰入金を除いてるというところ

を読み落としておりまして、違うの当たり前ですね。 

  これを、平成31年度については来年度予算ですから、今確定している長期事業も含めて、

大きな事業４つほどこの下のほうに、本庁舎耐震改修事業、市立保育所等整備事業、大竹

駅周辺整備事業、大竹会館改築等事業を，入れ込んでいただいて、それが、事業計画が平

成30年度から平成32年度、平成32年度から平成33年度、平成31年度から平成35年度、平成

31年度から平成32年度ということで、平成32年度で２つ終わることになっとる。この要素

が入ってるからかもしれないんですが、昨年いただいた財政推計の平成33年度の分と、こ

としいただいた財政推計の平成33年度の分、この２つが約10億円違うんです。平成33年度

の財政推計が、全体として約10億円下がってる中で、見込み額の推計値が約５億円下がっ

てる。平成33年度というのは、大きい事業が４つのうち２つが終わった翌年度なんで、そ

れがあるのかなとも思ったんですけども、毎年度140億円を超える予算で、平成33年度は

約130億円になってる。昨年は約136億円だったのが約130億円に、推計値そのものが下が

ったんですよね。全体として下がってるだけじゃなく、推計値そのものも１年置いて下が

ってるんです。その理由が何か、歳入なのか、歳出が下がる見込みが重なってるから下が

ってるのか、この辺がわからなくて、質問させていただければと思う。平成33年度が大き

く推計値が変化がしてるということですね。 

○西村委員長 建石財政係長。 

○建石企画財政課財政係長 平成30年12月補正で大竹駅周辺整備事業の継続費については総

額は変わらずに内訳が大きく変わったというのがあります。今、言われました平成33年度



（31.３.14） 

－33－ 

についても、補正前が11億円だったのが４億円に減ったというのがあります。それに伴っ

て、国・県支出金、またそれに伴って地方債というのも連動して動きますので、決算時に

出した推計と大きく変わってる要因となっていると考えています。以上です。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 ありがとうございました。大変、複雑な仕組みの中で、先ほど、税収見込みと

か、恐らく国のほうの中期見通しなんかの数値も含めて、こういう財政推計はされてるん

だと思うんですが、その仕組みというのが、担当者の方が何年かで変わるわけですよね。

そうすると、その仕組みそのものが同じ推計モデルで推計しないと、同じ基準で推計した

ことにつながらないから、過去からの変化を読み取ろうとしても、ベースが違うわけです

よね。ということは恐らく、これだけきちっと継続的な、安定的な財政推計なり、事業運

用をする仕組みとしての地方自治体ですから、誰がやっても同じ数値が試算できるモデル

みたいなものがあって、それが計上されてるんでしょうと思うんです。そうあってほしい

ですし、そうすると、これを長期に見渡していくことの意味が深まるんで、だけども社会

情勢とか、地方自治法の改正とか、臨時財政対策債なんか、ついこの前からスタートした

わけですけど、そういう仕組みの根本になるものが変わると財政推計の仕組みそのものも

変化してきてるんじゃないかと思うんです。そういう意味で、財政推計をして、全体の事

業モデルの計画性のレベルだけじゃなくて、財政推計のモデルそのものの継続性というの

があって初めて比較してみることの意味があるもんですから、そういう面での仕組みの継

続性というんですか、そういった面で少し心がけてらっしゃるというか、意識してらっし

ゃることがあれば、お話伺いたいんですが。 

○西村委員長 吉岡総務部長。 

○吉岡総務部長 財政推計の基本的な仕組みの考え方が、今、お渡ししている資料、予算ベ

ースで出してますので、こっちのほうがわかりやすいだろうということで、ずっと出させ

ていただいてます。基本的な考え方は、一般財源ベースでどれだけの歳入が確保できるか

というところがベースになります。毎年やる事業というのは、その年によって当然違いま

すから、その事業をやることによって、借り入れする地方債も変わりますし、補助金も当

然変わります。そのときの仕組みによって、どういうお金が入ってくるかも変わってくる。

一番変わらないのが、一般財源のベースということになります。それは、交付税含めてと

いうことでございます。大竹市でいうと、大体70億円から80億円の間ぐらいで、ほぼ推移

してまいります。それをベースに、その年の事業費にどれだけ一般財源を取り込めるかと、

さらに借り入れしたものがあれば、それが将来的にどれぐらいの予算になっていくかと、

その推計をするのが本来的には財政推計ということになります。ただ、その推計を渡して

も多分わからないと思います。こういっちゃ失礼なんですけども、そこの考え方というの

は、末広議員よく複式簿記のことを言われますけども、企業会計とかで、投資的な経費の

部分というのは、当然変動しますので、それに対して経費をならすという考え方が公会計

の中にはございませんので、そこをならすのにどうしていくかという考え方として、そう

いう推計をしているということになります。そこをベースに考えていただければ、変動と

いうのは、土地、社会情勢の変動によって変わるものはたくさんございますので、そこ全
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部見込むことは不可能です。事業費がどういった事業ができるのかというところを見込ん

で、この数字を出しているということですので、大きな変動というのは、その事業費によ

って変わる部分が大きいと見てもらえればと思います。以上でございます。 

○西村委員長 いいですか、よろしいです。はい。 

  他に質疑はございませんか。細川委員。 

○細川委員 最初に委員長にお願いなんですけれども、私、消防費のところで、資料をお願

いいたしました。出していただいたんですけれども、２、３それについてお尋ねしたいか

なと思うんですけども、お許しいただけるでしょうか。 

○西村委員長 許可しましょう。 

○細川委員 資料ありがとうございます。２つほど資料を出していただいておりまして、防

災行政無線高性能スピーカー更新箇所の一覧表と、あと、これがお願いしたつもりはなか

ったんですけれども、察していただいて、この屋外拡声子局配置図です。大竹市全体の出

していただきました。ありがとうございます。 

  この屋外拡声子局配置図というのは、これは、いつの時点のものかというのをまず最初

に確認させてください。晴海地区とかは入ってないのかなとか思いながら聞いてるんです

けども、お願いします。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 

○吉村総務課危機管理監 こちらの図は2018年現在のものになりまして、作成は防災行政無

線を設置したときに作成をしとるんですが、随時更新をしてきまして、最新のが今現在、

2018年のものになっておりますので、平成30年度実施しました晴海の２カ所についてはま

だ加わっておりません。以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 ありがとうございます。そうすると、前提が変わってくるから、どうしようか

な。実は、この資料をいただいてから、こちらのほうでは、大変小さくて、見えにくいと

いうのがありまして、つい先走って、昔いただいた設置のときの図面、あれを使ったんで

すけど、あれを使って新しい箇所を、スピーカーをやりかえる場所を記入してみたんです

けど、それだと全然比較になりませんか。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 

○吉村総務課危機管理監 基本的な部分は変更となっておりませんので、子局の位置、また

はスピーカーの方向、こういったものは大きな差はございません。ただ、途中でどうして

も音達が悪い地域はスピーカーを追加したりという形になっておりますので、古い図面と

スピーカーの数が変わっていたりということは若干ございます。以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 ありがとうございます。基本的な位置は変わらないと理解してよろしいですか

ね。それで、消防費のときに、新しい高性能のスピーカーを設置したときの、机上でいい

ので、音達地域の図面はだめですかとお願いしたら、それは今できませんと、メーカーの

方に聞かないとということでしたが、発表していただけるのは、なかなか難しいかと思う

んですけれども、この高性能スピーカー更新箇所一覧にある18カ所ですかね、これを更新
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して、音達区域がどのようになるのかというのは、メーカーの方と相談して、御検討とか

されましたでしょうか。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 

○吉村総務課危機管理監 メーカーのほうに確認をさせていただきました。このメーカーと

いいますのは、防災行政無線本体の実施メーカーでございます。スピーカーはまた別のメ

ーカーとなりますので、本体の実施メーカーのほうから、スピーカーのメーカーのほうに

情報をとっていただきまして、その情報をもとに、音達地域を机上ではあるんですが、計

算をして出すということは可能であるという回答はもらっています。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 ありがとうございます。いただいた設置箇所をタブレット上で記入してみたん

ですけれども、全くの素人ですので、素人の目で見ますと、設置場所が偏ってるんじゃな

いかという印象を受けました。今度、高性能スピーカーになりますので、音達地域は今の

２倍ぐらいになるんじゃないかと想像して、記入して、自分で絵は描いてみたんですけれ

ども、大竹地域から油見地域にかけては円がすごく重なりますが、一方で、小方、黒川地

域のあたりは全然ない。玖波地域も、若干重なる地域はありますが、大人原、松ヶ原地域

にかけては、少しすき間のあいたところが、結構あるとか、若干、自分でやったんでは、

せっかく18基あるのに、重なって、もう少し効率的なやり方ができないかなという印象を

受けたんですけども、例えば、今回、何カ所か予定はしてらっしゃるようですけれども、

先ほど、メーカーのほうにお願いしたら、図面もつくれるとおっしゃいましたが、そうい

うのも確認して、音達地域がどうなるか、そしてまた、既に設置している市町もかなりあ

ると聞いてるんですけれども、実際に、大竹市のように、今までのラッパ型のと、高性能

とまざっているような市町がもしあるようであれば、もう少しそこら辺を丁寧に聞いてく

るとか、そういうことを作業をしてから、再度設置場所を確認して決定していくというこ

とで、来年度の中で、そういう作業は間に合いませんか。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 

○吉村総務課危機管理監 今回、事業を考案した中で、先ほど歳入のところでも名前が出て

きました緊急防災・減災事業債、こちらを利用させていただくという事業でございます。

これは、国のほうから防災情報の伝達体制の強化という事業のメニューとなっておりまし

て、これをもとに、まず、市の避難場所等拠点施設である避難場所とか、災害対策本部の

支部が設置してある市の施設、こういったところに隣接している防災行政無線、これの強

化をする目的もございます。その部分と、加えて、音達が非常に不良な地域もありました

ので、それを若干加えた18カ所という形の更新とさせていただきますので、市内全体を見

渡しまして、音達不良地域を算出するというところから入ったものではございませんので、

まず、避難場所等拠点施設のスピーカーを強化させていただいて、もし本庁等から直接伝

達ができないような不測の事態になった場合は、そういった主要な施設から地域に発信を

していくというところの強化策も含めているものでございます。今後、またそういった伝

達地域、または音達地域、こういったところを計算をしまして、今後も主要な施設のスピ

ーカーを更新した後に、どのような空白地域ができるのか、そういったところは今後の研
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究にはなるんですが、実際に著しく不良なところがある場合や、または、従来型のスピー

カーを更新する時期になれば、新しい高性能のスピーカーにそこをかえる必要があるのか、

今度設置する高性能スピーカーの出力を上げることで対応ができるのか、そういったとこ

ろを研究しながら、情報伝達環境を整えていければと考えております。 

  また、他市町の状況ということでございますが、従来型のスピーカーと新しいスピーカ

ーを更新をかけているというところは何市かあるという情報は得てるんですが、その担当

者等の話を聞くと、改善してるっていう意見もありますし、周囲の中には、当然、室内に

いて聞こえにくい、室内にいても聞きやすいようにという意見も出てるということなので、

一概にはなかなか全てが改良できたということは言えないという意見は聞いていますので、

そういった部分もありますが、実際、避難場所等拠点施設、こういった場所をまずは更新

させていただいて、今後は、従来のスピーカーを更新する際に、研究をさせていただきた

いと考えております。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 済みません。起債のことがよくわからないので、教えていただきたいんですけ

れども、先ほど、このたび国のほうからは、避難場所等拠点施設を強化しなさいといった

意味での事業という、聞き方をしたんですけど、ということは、このたびの起債を使うに

当たっては、避難場所等拠点施設につけないと起債が立てれませんよという事業になると

いうことでしょうか。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 

○吉村総務課危機管理監 国が避難場所等拠点施設を指定したということではございません。

防災情報の伝達体制の強化ということでございますので、大竹市としては、まずは避難場

所等拠点施設の伝達力の強化を図りたいと考えているところでございます。 

○西村委員長 細川委員 

○細川委員 メーカーさんにお願いして、最低でも机上で伝達区域がどのようになるのかっ

ていうのを出していただくのに、相談もされたということなんですけど、どのぐらいかか

りますでしょうか。実際に避難場所等拠点施設のスピーカーを更新することによって、ど

の程度強化されるのかっていう期待される効果というのは、ぜひとも事業に際しては、私

どもも確認しておきたいところですが、いかがでしょうか。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 

○吉村総務課危機管理監 実際に、机上計算をして図面に落として提示していただける時間

がどのぐらいかかるのかっていうのは、今、お答えは難しいところなんですが、新年度、

提案させていただいた中で実施できるということになれば、事業を開始するまでには図面

化をさせていただきたいとは考えております。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 ありがとうございます。事業で設置する前にそういった図面でも確認して、場

合によっては、このたびいただいたこの一覧表にある設置場所が変わるということも前提

で、私ども考えていいということですね。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 
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○吉村総務課危機管理監 今回御提案させていただいたのは、２カ年で18カ所という御説明

を消防費の中でもさせていただいたんですが、そのうち13カ所が市の避難場所等拠点施設

となります。残りの５カ所が著しく音達が不良地域となりますので、避難場所等拠点施設

という部分での考え方は、先行して優先的にさせていただきたいという考えを持っていま

す。その他５カ所につきましては、場合によっては、エリア等を考慮した上で変更という

ことも可能になってくると考えております。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 避難場所等拠点施設については変えないということでしょうか。それと、残り

の５点についてでもですが、本当に聞こえない地域というのはもっとあるんじゃないかと

いう気がいたします。せっかくお金をかけてやるんなら、もう少し丁寧に聞こえない地域

を調査した上で、再度検討してみても間に合うんじゃないかと思うんですけれども、お考

えはいかがでしょうか。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 

○吉村総務課危機管理監 実際、エリアも算出させていただきまして、どういった音達エリ

アになるのか、重複した箇所とかが何カ所ぐらい出るのかとかということを検討させてい

ただいて、設置場所について、詳しく検討させていただきたいと考えております。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 検討した結果はぜひ私どもにも開示していただければ。こんなにこだわるのも、

私ども議会に議員として出ておりましても、やはり市民の皆様からも声がたくさんござい

ます。今後、市民の皆様にも主体的にかかわっていただくためには、情報が届くのは大事

なことだと思っておりますので、ぜひ、よりよい方向にしていくために、一緒に考えさせ

ていただければ。大変やりがいもあることだと思いますので、ぜひ、少なくとも机上での

図面とか、もう一度調査してみて、どういう場所が最適であるとか、そうしたことや、調

査の結果なども私どもに開示していただきながら、より最適な場所に決めていただければ

と思います。 

  以上で終わります。 

○西村委員長 副市長。 

○太田副市長 答弁としては、吉村危機管理監の申したとおりでございます。 

  １つ、つけ加えておきたいことがございます。 

  まず、これは補助事業、民生安定施設整備補助金でやっとる事業でございます。その中

で、償却されるものや、場所を変えるという表記がまた必要になってくるものであります。

大きな変更をもたらした場合は、補助金の返還等という可能性もあるということだけ、頭

の中に入れておいていただきたい。 

  それともう１つ、緊急防災・減災事業債の起債は平成32年度まででございます。平成

33年度以降はこの起債はございませんので、それ以降の修繕改修等については、今の時点

では一般財源でやっていくほかないという状況になっております。 

  以上です。 

○西村委員長 他に質疑ございませんか。寺岡委員。 
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○寺岡委員 先ほどの防災情報等啓発促進事業（防災情報伝達強化事業）について、伺って

おきたいんですが、予算書歳入のほうです、34ページ雑入で、公衆電話委託手数料という

のがあります。委託を受けて7,000円という予算組みなのかなという感じなんですけど、

どこから委託を受けているんですか。 

○西村委員長 中村総務課長。 

○中村総務課長併任選挙管理委員会事務局長 これは、公衆電話をＮＴＴのほうが設置して

いる分の料金の回収とか公衆電話の清掃とか、それをかわってやるということに係る委託

料でございます。 

  以上です。 

○西村委員長 寺岡委員。 

○寺岡委員 ありがとうございます。思っていたのと全然違いました。 

  いつごろか忘れましたけれども、少し前に、原因はともかく、携帯・スマホ大手の某社

が電波障害を起こして、東京のほうでは公衆電話に長蛇の列ができたというふうなニュー

スがありました。それは、機器のふぐあい、電波障害、詳しいことはわかんないんですけ

れども、そういった理由でいきなり無線のほうが使えなくなる状況というのは十分に考え

られる。 

  消防費のときも、担当のほうから御説明いただいた今回の防災行政無線の高性能スピー

カーへの更新で、屋内特化、屋外の不特定多数へ向けて、また、メールシステムや利用者

別ホームページの充実と、こういったところを同時並行することによって効果が生まれて

くるという、そういった中で１つの手法としての高性能スピーカーへの更新であるという

ふうに、消防費の中では理解しております。 

  公衆電話というのが昔ながらの物ですけれども、どんどん今、町中でももちろんですし、

減ってきてますし、施設の中でも設置場所だけ残って中身が取り外されてるという状況に

なってます。 

  避難所の一覧表を見ても、大体のところはありそうな感じなのですが、ないところもあ

るし、もしかしたらもう取り外されてるところもあるんだろうかなと思います。10円や、

テレフォンカードを入れれば誰でも使える双方向の情報通信システムの１つだと思います

が。 

  災害時に、そういった有線の電話、公衆電話も、固定電話もですが、これらの優位性に

ついて、先ほど紹介したような戸別受信機であるとか、防災行政無線であるとか、そうい

ったものの１つの手段としての電話の優位性を当局として見直したときに、どれぐらいま

で重要性を感じておられるのか。 

  災害対策本部にも私が見学させていただいたときには、並んでいました。災害対策本部

のほうには１回、２回行って、私がいたら邪魔だなと感じたので、できるだけ行かないよ

うにはしているんですけれども、電話がずらっと並んでたような、そんな記憶があります。

有効に活用しておられると思うんですけれども、災害時における有線電話の優位性で考え

感じているところあれば、お話しいただければと思います。 

○西村委員長 中村総務課長。 
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○中村総務課長併任選挙管理委員会事務局長 庁舎の電話なんですけれども、やはり有線電

話ということで、何本か、全部ではないんですが設定をさせていただいております。特に

連絡、やっぱり電話が中心になりますので、災害時でもつながりやすいようにということ

で、設定のほうをさせていただいております。 

  以上でございます。 

  正確な数字は、私、今持ち合わせておりません。申しわけございません。 

○西村委員長 寺岡委員。 

○寺岡委員 ありがとうございます。実際に避難場所に避難してこられた市民の動きを想像

してみて、家族に連絡が取りたい、でも手元にスマホがない、公衆電話があるところもあ

るし、ないところもある。そういったときに、例えば、多くの避難場所には業務用の固定

電話がある、エマージェンシーのときは、使ってもいいですよとかそういうことはあり得

るんですか。 

○西村委員長 中村総務課長。 

○中村総務課長併任選挙管理委員会事務局長 災害時にそういったことで、自由に使ってい

ただくというものは用意はしてございません。そういうときには、何らかのホームページ

上に掲示板を設けるとか、そういった何か特別の手法を考えないといけないと思うんです

が、今私どものほうで、具体的に何か用意したものはございません。そういったものが必

要であろうという認識は持っております。  

○西村委員長 寺岡委員。 

○寺岡委員 ありがとうございます。でしたら、災害対策本部と直接連絡をとりあってるの

は、その避難場所の固定電話ということになりますか。それとも、現地に詰められる職員

さんが携帯とかスマホとか、そういうのを持ち込まれて、じかに災害対策本部と連絡をと

られるんでしょうか。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 

○吉村総務課危機管理監 災害時に災害対策本部が設置されまして、各支部または避難場所

等を設置し、そこに職員を配置します。通常そこの施設にある固定電話とのやりとりもあ

りますが、今年度から各支部にはスマートフォンを配置しておりまして、本部との連絡体

制を整えるためのスマートフォンの電話もありますし、スマートフォンの中に、イメージ

としてはラインのような文字で通信するアプリも入っております。こういったものを利用

しまして、災害時の情報とか写真とか、そういったものの連絡手段として活用はしてると

ころです。 

  先ほどありました、避難場所に避難されてきた方に対しましては、現在大竹市で用意を

してるわけではないんですが、例えば、ドコモから御提案をいただいているのは、災害時

の緊急携帯電話の基地局をそこに設置することは可能です。それはドコモのほうから提供

いただいて基地局を設置することで、そこを中心に電波を飛ばすことは可能となっている

というような御提案はいただいているところです。 

○西村委員長 寺岡委員。 

○寺岡委員 ありがとうございます。古典的な有線電話というところも考えてはいただいて
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いるみたいです。新しいもの、デジタル的なものも含めて導入していくのはいいことだと

思います。幅が広がるので。足元、生かせるものはしっかり生かしていただくということ

を、お忘れなきようにお願いしたいと思います。 

  やはり電話にしましても手段の１つでしかありません。いろいろ手段があって潰れてい

ったとしてもこれが残ってる、ラッキーというものが１個でもあれば、それだけ命につな

がっていきますので、可能性の１つとしてぜひ、いろいろビジョンを持つ中で加えていた

だけたらと思います。とりあえず終わります。 

○西村委員長 他に質疑はございませんか。 

  ないようですので、以上で第１回目の質疑を終結いたします。 

  続きまして、２回目の質疑に移ります。 

  質疑はございませんか。 

  末広委員。 

○末広委員 先ほど部長が大変複雑な仕組みだということも含めて、継続性のある仕組みで

取り組んでいらっしゃるということをお話を伺いましたので、安心して継続的な対比を意

味のあるものとして勉強していきたいなと思っております。 

  その中で、この財政推計、資料請求のためだけにやってらっしゃるわけでは決してない

とも思います。庁内でどういう活用の仕方があるのか、また、県や国との折衝、情報交換、

意見交換の際に、こういうものが活用されるのか、また、今、国や県に信頼の大きい市長

が、時折省庁へ回ってらっしゃったりしてらっしゃる中では、そういうものをベースに大

竹市の現状を把握いただくということに活用されているのか、庁内での活用と、対外的な

活用の方法があれば、お話を伺いたいんですが。 

○西村委員長 建石財政係長。 

○建石企画財政課財政係長 毎年度、予算編成の開始時期に予算編成方針というのを定めて、

それに向けて予算要求を各部署が行うということになります。来年度の見通し、またそれ

以降の見通しというのを立てるときに財政推計を活用して、来年度、またそれ以降の予算、

どのようにいくかというのを考えております。 

  以上です。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 この財政推計のやり方というのは、総務省の指導のもとでつくらされたんです

か。義務的な要件、それとも、いつも私、一般企業の話を申し上げるんですが、信頼関係

をお客さんや金融機関と結ぶ際には、誠実に現状を捉え、過去をひも解き、これから先の

事業見込みを定期的にお持ちするというようなことを継続していくことが、双方の信頼関

係につながることで安心感をいただくということを、やってきているわけです。そういう

中では、部長の皆さんの会議なんかにもこういうのがあるんかもしれないんですけれども、

あとは、対外的には、こういう財政推計の資料づくりがそういうところで生かせるんじゃ

ないかなと思うんで、そういうところでは活用の方法はないでしょうか。 

○西村委員長 副市長。 

○太田副市長 財政推計でございますが、20年ぐらい前だと思います。それまでこういう財
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政推計という概念ございませんでした。その中でいろいろ、総務省、国、県等でもそうい

う考え方が広まってきまして、大竹市においてこの財政推計は、最初につくったのは議員

の皆様の要求からだと思っております。 

  それから、その後、その財政推計による結果とかいうのは、ある程度毎年変わってくる

もので、条件もかなり変わってきます。 

  しかしながら、それは継続して毎年つくっていこうと、決算・予算のたびにつくってい

こう。それで、職員単位で市全体を広い視野で見られるような人間を育てていこうという

ような深い意味も含んでいるものでございます。 

  この程度で、よろしくお願いします。 

○西村委員長 末広委員。 

○末広委員 前向きなというか、力強い御返答をいただきましてありがとうございました。 

 以上です。終わります。 

○西村委員長 他に質疑はございませんか。 

  細川委員。 

○細川委員 防災行政無線のスピーカーの件では、ありがとうございます。時間をいただい

て。 

  財政推計が先ほどから話題になっておりますが、私も１点だけ教えてください。 

  平成30年10月の決算特別委員会のときに出していただいた財政推計と、今回の予算特別

委員会でお願いした財政推計なんですけれども、変わっているのはよくわかるんですけれ

ど、人件費のところが、私自身の予想以上にふえているというのが印象なんですけれども、

ここは何か理由があって、ふえてきているのかどうか教えてください。 

○西村委員長 建石財政係長。 

○建石企画財政課財政係長 人件費の部分ですが、これも補正をいたしましたが、人事院勧

告の影響というのも見込んでおります。 

  また、平成32年度から会計年度任用職員に関する制度改正というのもございます。こち

ら、どういった仕組みにするかによって、額というのは大きく動いてくるんですけど、今

回推計するに当たっては、前提によって大きく額が動くんですけれども、少し多目に見込

んだというのがございます。 

  以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 ありがとうございます。会計年度任用職員というんですか、こちらの方は人件

費のほうに反映してくるということですね。 

○西村委員長 中村総務課長。 

○中村総務課長併任選挙管理委員会事務局長 そのとおりです。処遇改善ということで、同
一労働、同一賃金という考え方の下で賃金の見直しというのも行ってまいりますので、そ

の影響が出ると考えております。 

  以上です。 

○西村委員長 細川委員。 
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○細川委員 ありがとうございます。今後もまた、方針についても注視してまいりたいと思

います。 

  あと、もう１つだけなんですけれども、この健全化判断比率なんですけど、これは、私

自身の安心材料のために、いつもお願いしてるんですが、平成31年度の実質公債費比率は、

これは単年度じゃないですね、３年の平均ということでよろしいですか。そうしたら、少

し下がっているのが喜んでいいんかなと思うんですけれども、何か要因があれば教えてく

ださい。 

○西村委員長 建石財政係長。 

○建石企画財政課財政係長 実質公債費率、言われるように、単年ではなくて３年間の平均

という形になります。 

  推計のほうでも、公債費、平成33年度まで、地方債の総額の抑制というのに努めており

ますので、平成33年度までは下がるという見込みをもっております。来年度も公債費、平

成30年度当初と比べると減額しております。公債費が減るという見込みのもとで、比率も

改善すると考えております。 

  これから大型事業が重なります。可燃ごみ広域処理事業、元金の据置期間が終わって元

金の償還が始まるということで推計で平成34年度公債費がふえるというもので見込んでお

ります。 

  例えば、可燃ごみ広域処理事業の関係も交付税の算入の計算式上では50％算入されると

いう形にはなりますが、市が支出する公債費がふえるというのは間違いがないところです。 

  また、大型事業、今重なる状況になっておりますので、起債の借り入れを抑制するため

に基金を活用してる、また将来に備えて駐留軍等再編交付金を基金として積み立てている

という抑制の取り組みを既に行っておりますが、起債の残高、ここ数年は増加すると考え

ております。起債の残高がふえると将来的には、またそれから何年かおくれて実質公債費

比率がまたじりじりと上がっていくということを想定しております。 

  また、実質公債費比率がふえるということは、実際地方債の返済で財政状況が厳しくな

るということになりますので、こちらのほうは、また基金の活用等を組み合わせながら、

地方債残高がそれほど大きくならないように努めてまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 前も同じようなことを聞いたようなことを思い出しました。実質公債費比率が

下がるというのは結局公債費が少なくなっているということ、説明を前もいただいてるん

ですけれども、ローンでもあるじゃないですか、一時金で頑張って多目に払うというか、

ここ数年間、借り入れの額のほうがふえてる状況じゃないかと思うんです。平成30年度も

そうだったと思うし、平成31年度も借り入れのほうが多いと思うんですけど。 

  以前は頑張って繰上償還のときもあったと思うんですけれども、そういうことは検討の

中には入ってこないんでしょうか。 

○西村委員長 建石財政係長。 

○建石企画財政課財政係長 全く頭の片隅にないというつもりはないんですけれども、繰上
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償還をするということになったら、それだけの手元にお金がなきゃいけないということに

なります。 

  平成29年度でしたか、地方債の借りかえというのを行っております。利率の見直しとい

うのを定期的に民間の金融機関から借りた場合には、行っております。そこで交渉して、

借りかえたほうが有利であるという判断に至ったならば、公債費の負担を軽減するために

も民間金融機関との交渉、借りかえというのを考えていきたいとは思っています。 

  以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 今、利率がここ数年間ずっと低いので、繰上償還は、かつての高かった部分に

関しては、したほうがいいとは思うんですけど、借りるときには、利率が低い形で借りる

ような工夫をしておられるとは聞いてるんですけれども、最近の状況を教えてください。 

○西村委員長 建石財政係長。 

○建石企画財政課財政係長 毎年、民間金融機関から借りるものについては、複数の金融機

関から見積もりをいただきまして、一番有利と思われるところから借り入れを行っており

ます。 

  また、５月末に大抵借り入れを行いますので、またそのころになりましたら、金融機関

に案内を出すという形になります。 

  利率の動向なんですが、平成28年度と平成29年度というとほぼ一緒。0.18％とかそうい

ったものだったと思います。いずれも低い水準には間違いないんですが、平成27年度から

平成28年度については、若干上がったというのがあります。現在の利率の動向も見ても、

余り大きな動きはないかなと感じています。 

  以上です。  

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 終わります。 

○西村委員長 他に質疑はございませんか。 

  寺岡委員。 

○寺岡委員 済みません。総括質疑ならではの防災行政無線スピーカーのことで伺いたいん

ですが、このたびは予算書には防災情報等啓発促進事業ということで挙がってます。この

防災情報等の等の部分で伺いたいんですけれども。 

  今でもよく耳にするのが犯罪抑止のためのあえての放送、詐欺に注意してください、こ

ういうのはよく耳にしますし、時報として小学生が頼りにしているものかなと思います。

小学生の中でも、季節ごとで曲が変わるのが子供たちの話題に上がるような、耳に入って

るかなと思います。大竹を愛する人づくりにつながるんですけれども。 

  私自身の経験で言えば、自分が小学校のとき、母校の下校の音楽はＧ線上のアリアでし

た。もう40年近くたってる今でも、そのＧ線上のアリアがラジオとか街角で流れると、当

時の光景をすごく思い出すんです。 

  そういった放送が今の小学生の耳に時報がわりとはいえ入ってる、公園で遊んでいたら

入ってくると。そういったノスタルジーというのが子供たちの成長の中でアイデンティテ
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ィーを築いていくかなと思います。その築かれたアイデンティティーによって自己肯定感

となり、自己肯定感が自己有用感に昇華して将来のコミュニケーション能力につながって

いくかと思います。コミュニケーション能力を支えるためには自信がないとできませんか

ら。その根っこの部分が、ノスタルジーという郷土愛ということであれば、防災情報等の

等の部分というのを私は余り軽く見たくないなという思いがあります。 

  その郷土愛、大竹を愛する人づくりというところと、防災行政無線についてつなげてみ

たんですけれども、このあたり、何か防災、災害以外で皆さん方がこれに期待しているも

のがあれば、聞かせておいていただきたいんですが、いかがでしょうか。 

○西村委員長 中村総務課長。 

○中村総務課長併任選挙管理委員会事務局長 今の質問の前に、先ほど御質問の災害時の有
線電話につきまして、回線数がわかりました。24回線確保しております。 

  それから、今の放送、夕方市役所のほうでも流しておりますけれども、いろいろ楽しみ

にしておられる方もいらっしゃって、きょうの曲は何だったんだとか電話が時折かかって

まいります。そういう方がいらっしゃるならということで、時間も知らせることももちろ

んですけれども、その方は御年配の方だったかと思うんですけれども、そういう思いを持

ってらっしゃる方もいらっしゃるので、引き続きやっていきたいと思っております。 

  以上でございます。 

○西村委員長 他に質疑はございませんか。 

  ないようですので。今２回目です。 

  山本委員。 

○山本委員 消防費の関係で、予算書の155ページになるのですが。土砂・浸水避難地図修

正業務委託料という費目に予算措置がされておるんですが、これは消防署単独で現行のも

のを修正するのか。どういう体制で作業をおやりになる。 

  それで、想定される土砂災害の箇所とか規模とか、それに関連して、下流の民家なり公

共施設にどういう影響があるかとか、浸水を想定する場合でもいろんな想定があります。

津波が来て浸水する場合もあろうし、集中豪雨によって現状の排水施設では間に合わんと

いうことで浸水する場合もあろうし、小瀬川の氾濫なりダムの放水によって市街地に水が

流れ込むという場合もあろうし、いろんなケースがあるんですが、そういった個々の土砂

災害とか浸水などの災害に対応しての避難、これは消防署単独はなかなか難しいと思うん

ですが、内部的にはどういう手順でこの業務を修正しようとするんですか。内部ではでき

んけ、業者に委託するという話ですか、これ。業者任せですか。しかし、業者に委託する

にしても、市のほうが、あらゆる想定のもとで、避難をする上での経路なり、避難箇所を

ここに設定したらどうかなどと指示をしながら委託するんじゃないの。だから、内部での

一定の作業を踏まえたことになるんじゃないか思うんですが、私の言わんとする質問の趣

旨がわかれば答弁してください。これは消防だけじゃなかなか難しい思う。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 

○吉村総務課危機管理監 ただいまの御質問ですが、消防費の中で山本委員から御質問をい
ただいた中身と同じことだと思いますが、もう一度お答えをさせていただきます。 
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  土砂・浸水避難地図修正業務といいますのは、平成26年の広島土砂災害を受けまして、

広島県が県内の土砂災害危険区域を改めるという業務をしております。 

  このたび大竹市におきましても、玖波・松ケ原地域を見直しを行いましたので、ハザー

ドマップの修正をするための業務となりますので、消防の業務ということではございませ

ん。ハザードマップを修正するために業者に委託をするという業務となります。 

  以上です。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 どこの業務になる。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 

○吉村総務課危機管理監 失礼しました。総務課防災係の業務となります。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 総務課のほうになるんじゃが、予算措置は消防費。どうなんかな、それを質問

しとるんじゃが。よくわからん。 

  それで、消防の方はおられるのか。 

  消防に関して、いわゆる石油コンビナートの関係で言えば、大竹市・和木町・岩国市に

またがって石油基地があるんですが、これの災害対応、あるいはまた、防災対応について

組織が２つあるように聞いとるんですが、これは毎年防災のための会議が招集されて、招

集権がどこにあるかは私もわからんですが、県なら県、国なら国が招集するのかもわから

んが、そこに市として参加するとしたら、消防本部から参加されるんじゃないか思うんで

すが、危機管理監も出るんですか、こういうコンビナート防災の会議には、２つあります

ね。性格はかなり似たようなとこもあるんですが、そうでないとこもあったりで、これは

危機管理監も出席されるんですか。消防本部だけが出席するのか。 

  いずれにしても、そこでの会議が、どういう議題が取り上げられて、どういう事態に際

して対応するということが、年１回の総会などで機会が持たれて議論されるんだと思うん

ですが、その記録なるものはお持ちなんですか。消防本部がお持ちなのか、危機管理監の

ほうがお持ちなのか。その会議に出席するのは消防本部と危機管理監なのか。そのあたり

を聞かせてください。 

○西村委員長 橋村消防長。 

○橋村消防長 山本議員の御質問なんですが、これは余り詳しくないんで、わかる範囲で答

えさせていただきます。 

  まず、会議として、広島県及び山口県石油コンビナート等防災本部協議会という会議が

中国管区警察局、自衛隊、広島・山口県、広島・山口両県警察本部、大竹市・岩国市・和

木町の関係市町、中国経済産業局等の関係機関などが集まって、コンビナート災害の発生

及び拡大の予防に関する協議会をつくっています。これがまず１つです。 

  それと、よく特防協という名前で言いますけれども、これが石油化学コンビナート等特

別防災区域協議会というのがもう１つあります。これは、石油コンビナート等の関する法

律に基づいて設置されたものでございます。 

  これは、岩国・大竹地区特別防災区域協議会がありまして、大竹市だったら三菱ケミカ
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ル株式会社、株式会社ダイセル、三井化学株式会社、それから日本製紙株式会社、大竹明

新化学株式会社等、また、山口県であれば、ＪＸＴＧエネルギー等の会社が組織するもの

です。 

  最初に申し上げました広島県及び山口県地区石油コンビナート等防災本部協議会は、岩

国・大竹地区石油コンビナート等防災計画に基づいて、大竹でも地区防災の協議会がござ

いますけれども、それに基づいて、規約等が変更された場合等を協議するものだと認識し

ています。 

  もしも何か起きれば、それに基づいて動くための計画をつくっていくのが協議会、主な

目的はです。当然何か起きれば、そこで集まって活動してまいります。 

  それと、後から申し上げました特別防災区域協議会、岩国・大竹地区特別防災区域協議

会というのは、企業が集まって協議をされるものです。私も顧問として総会に出席しまし

た。それは何か起きた場合、または、いろんな現象が起きた場合を想定して企業が研究を

していくための、法律に基づいたグループでありまして、私たちが特別にこの場合どうす

るかということをこの中で協議するものではないです。総会は、普通の総会という印象で、

その場でいろんな事案についてけんけんがくがくやったり、お互い協議するようなもので

はない。 

  なかなかわかりにくいと思うんですけれども、ただ事務局は、広島県及び山口県石油コ

ンビナート等防災本部協議会のほうは県が持っておりまして、また、岩国・大竹地区特別

防災区域協議会のほうは、幹事企業が持っていますので、議事録は私どもの手元にはござ

いません。 

  これについては、どういうふうに議事録がいただけるかどうかは、もう一度協議会メン

バーとの関係等も踏まえてどこまでいただけるかいうのは相談してみないとわからないん

ですけど。現在消防のほうにはこの議事録を持ってないんで、これをすぐ出してほしいと

いうことに対してお答えすることはできないです。そこは御了承願いたいと思います。 

  以上です。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 

○吉村総務課危機管理監 大竹市としましても、先ほどの２つの協議会には参加していると
ころです。 

  先ほど消防長が言われましたように、議事録等は持ち合わせておりませんので、その当

時の協議会に出席した際にいただいた資料等は保管をしているという状況です。 

  以上です。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 そうすると、あれですか、傍聴者として出るだけの格好になる。傍聴者には当

日の会議で議論される議案とかいうものは、もらえんわけ。消防長が出ようが、危機管理

監が出ようが、傍聴者としての扱いにしても。その会議の都度議論される議案とかいうも

のはもらわんのですか。もろうたんなら、その議案について、市は市としてのまた要望な

り意見なりあればあったで機会を得て、その関係機関に意見を述べるということもできる

と思うんですが。その辺はどうなってるんですか。 
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  それと、参加されて、会議の議論の内容なんかいうのは、聞きおく程度で、別に記録を

とって、メモでもして、帰ってきて内部でこういう議論があったと、こういう対応策が今

後新たに決まったとかを出席者からの報告を受けて、消防は消防本部の中で、市は関係部

署にできる範囲のことについては、予測してみたりするようなことの参考にするようなこ

とはない。そこらあたりあわせて聞かせてください。 

○西村委員長 吉村危機管理監。 

○吉村総務課危機管理監 まず、岩国・大竹地区特別防災区域協議会につきましては、先ほ
ど消防長のほうからありましたように、企業が主体となりまして開催する協議会でござい

ます。これは市からも参加はしてるんですが、意見を述べるというようなことではござい

ません。いただいた資料については、回覧をしてとじているという状況でございます。 

  一方、広島県及び山口県石油コンビナート等防災本部協議会につきましては、大竹市の

立場として参加をしておりますので、意見を述べるという場はなかなかないんですが、何

かあった場合に意見を言わせていただくということもあろうかと思います。そういったと

きも、協議会の資料というのは、その協議会の中で提出された内容または変更事項等があ

りましたら、そういったもの全ては市の中で回覧して保管をしていますので、特段に変更

点等がありましたら、その変更点については協議をしているところです。 

  以上です。 

○西村委員長 橋村消防長。 

○橋村消防長 先ほど申し上げました岩国・大竹地区特別防災区域協議会、これについては、

実際に災害が発生したときにどうするかとか、また、新しい基準、例えば技術を使ってど

ういう対応をするか、それとか職員はどのような対応をするかということを定めていく協

議会として、それは企業の中で話しますけれども、当然災害が発生したときに一時的に出

動して、まずは我々が出動していきますので、当然それに向かっていく訓練であったり、

さまざまな取り組みであったり、そういうものは我々も一緒に入ってやっていくわけで、

この中で議論されたものについて消防本部として全く関与しませんというものじゃありま

せん。そこは意味が違うんで、そういう訓練のときは積極的に入っていきますし、当然

我々と一緒に研究をしていく。 

  ただ、この協議会が企業により構成される協議会であるということでございますので、

よろしくお願いします。 

  それと、これも、先ほど吉村危機管理監が申し上げました、広島県及び山口県石油コン

ビナート等防災本部協議会が作成する、岩国・大竹地区石油コンビナート等防災計画に基

づいて取り組んでいくものの１つと考えておりますので、よろしくお願いします。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 59ページの戸籍住民基本台帳事務に関することで、改めて質問するんですが。 

  総務省がこの住民基本台帳の閲覧についてその取り扱いを変更したと、その通知に基づ

いて、閲覧をさせておるんだという説明がありましたんで、総務省が取り扱いを変更した

というんなら、その文章をください言うてもらったんです。それは変更したって厳しくな

っただけの話。 
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  だから私が再度言うように、閲覧とはどういう定義になっとるかいうことはしっかり答

弁してください。 

○西村委員長 香川市民生活部長。 

○香川市民生活部長 先日の答弁でも申し上げましたように、総務省からの通達にいわゆる

転記するという表現がしてありますから、当然閲覧の中に、転記するというのを国のほう

もそういう解釈をしているし、私どももそのように解釈しているということでございます。 

  また、申し上げれば、平成17年に個人情報の保護に関する法律が全面的に施行されまし

た。それまでは誰でも住民基本台帳についての閲覧は自由にできていた実態があります。 

  しかし、平成17年の同法施行後は、御存じのようにいろいろと制限が入りまして、かな

り厳しくなっている、そういう中でその通達が出てるということでございます。御理解い

ただきたいと思います。 

○西村委員長 他に質疑はございませんか。 

  ないようですので、以上で、第２回目の質疑を終結します。 

  続いて、第３回目の質疑に行います。質疑はございませんか。 

  山本委員。 

○山本委員 総務省からの通知の文書をもらったんですが、「けんち」いうことになると、

住民基本台帳を、今は記録できるような機器も開発されとるし、カメラで撮って帰れば持

ち帰れるし、ましてや、台帳を渡せば書いて帰れるということになるんですが、そういう

ことまでは総務省、認めておらんのじゃない、どこにそういうことを認めとるかいうこと

を私は再三聞いとるんです。 

  閲覧というのはそんなことはできんことになっとるでしょう。住民基本台帳の一部を要

件を満たしたものに対しては閲覧させることができるが、写真に写して帰るとか、機器で

記録して帰るとか、ボールペンで用意したメモ用紙に記録して帰るとか、ましてや、20代

の年齢の人がどこにおられて名前がどういう名前でというようなところまで記録して帰る

ことを認めるじゃいうようなことを、総務省も言っちゃおらんじゃないですか。むしろ個

人情報保護条例ができて、厳しくするという内容です、この通知は。そのことを担当の今

も香川市民生活部長が「けんち」ができるじゃいうようなことを言われたら、「けんち」

じゃいうことはどこにあるんかは私は目が悪いけど、見当たらんです。 

  はっきりしましょうや。 

○西村委員長 香川市民生活部長。 

○香川市民生活部長 私の言い方がちょっと早口で申しわけありませんでした。「けんち」

ではございません。自転車の転に記入するの記で転記でございます。つまり、あるものか

ら。転記です。はい、申しわけありません、 

  もちろん写真撮影とかあるいは委員がおっしゃったような簡単にコピーができる、こう

いったものはもちろん禁じられておりますから、現実に閲覧と申しましても、職員が目の

届く隣の席で転記をし、終わりましたら、それについて転記したものを一旦こちらのほう

で複写をさせていただいて、確認をさせていただいてるという実態がございます。一応念

のため申し上げております。 
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○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 私が特に問題にしてるのは、最初から言ってるように、今、安倍首相が憲法改

正をしたいと。その上では、自衛隊の隊員数が目標どおり整わないと思わしくないという

ことで、自治体に対して、自衛隊の募集業務に協力せいや、しないとけしからんというよ

うなことを発言されたことがきっかけになって、今のような問題になっとるんじゃが。 

  しかし、個人情報の保護に関する法律なり、住民基本台帳法なりを踏まえれば、安倍首

相の言うように、そんな簡単な問題じゃないわけで、それで今、全国の自治体で従来どお

りのことをやってるところでは、それを改めると。 

  また、極端なことをやっているところではやめるという状況が広がりつつあるわけで、

そういうことを踏まえて私も質問をしとるんで。 

  それじゃあれですか、自衛隊、防衛省中国四国防衛局から来られて、どなたか係長か職

員のへりに座って、20代の青年が誰と誰でいうようなことで、住所を控えて帰る。相当数

あるから、半日やそこいらかかるでしょ。ずっとそばでやるの。課長もあれですか、御苦

労じゃのう思う。 

  それは、閲覧の拡大解釈であって、そんなことはできないというのが今指摘されとるん

です。そういうことをいつやったか、誰と誰をどこまで写して帰ったかいうことは、今言

われたように、市のほうに報告して、それを記録として保管をするようになって、誰それ

が来てそういう作業をやって、こういう内容の写しをして帰ったというのを公表すること

になっとるんじゃが、その公表の方法はどうされてる。 

○西村委員長 佐伯戸籍住民係長。 

○佐伯市民税務課戸籍住民係長 公表の方法につきましては、年に一度、ホームページのほ

うに、どのような団体が見ましたというのを掲載させていただいております。 

  以上です。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 それは、ホームページなるものはこういうペーパーにできるんですか。 

  私が自衛隊の募集業務について、いつ誰が来てどうやった、こうやったいうようなこと

をホームページに掲載しとる。ペーパーにできるんですか、それじゃ。それは私が下さい

言うたらもらえるんですか、公表ですから、一般市民に公表いうことでしょ。それを毎年

自衛隊の人が来てやりよると、そういうことでしょ。 

  その記録なるものを本人は知らない間にそういうことをやられるということが個人情報

の保護に関する法律等に違反をしとるということを、私は前提に物を言いよるんですが。

市のほうは、違反をしとらんという立場で協力を継続してやっておられる。こういう実態

ですから、だから私はそれはやめるべきだと思うんですが、やめんのですか。請求すれば

公表ということの規定があるから。ペーパーがもらえるということの確認と、今までどお

り続ける気ですか。やめる気はないんですか。 

○西村委員長 香川市民生活部長。 

○香川市民生活部長 私どもとしては、住民基本台帳法という法律がございまして、そちら

に閲覧をするということもちゃんと書いてございます。相手が自衛隊だから見せませんよ
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とこういうようなことが、いわゆる断る理由がないもんですから、この法律に基づいて閲

覧をしていただいておるということでございます。 

  以上です。 

○西村委員長 山本委員。いいですか。 

○山本委員 何ぼ聞いても平行線で、もうやめます。 

○西村委員長 他に質疑がございませんか。 

  それでは、第３回の質疑を終結いたします。 

  以上で、一般会計に関する総括質疑を終結いたします。 

  議事の都合により、暫時休憩いたします。 

  再開は３時35分から国民健康保険特別会計予算から入ります。よろしくお願いいたしま

す。 

15時20分 休憩 

15時35分 再開 

○西村委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  それでは日程第２、議案第２号、平成31年度大竹市国民健康保険特別会計予算、日程第

３、議案第７号、平成31年度大竹市介護保険特別会計予算、日程第４、議案第８号、平成

31年度大竹市後期高齢者医療特別会計予算の３件につきましては、関連がございますので

一括審査としたいと思いますが、これに御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○西村委員長 御異議なしと認め、本３件を一括審査といたします。 

  歳入・歳出の一括質疑に入ります。 

  １回目の質疑はございませんか。 

  細川委員。 

○細川委員 大竹市国民健康保険特別会計のほうで３点、大竹市介護保険特別会計のほうで

３点ほどお尋ねいたします。 

  まず、大竹市国民健康保険特別会計でございますが、歳入のほうで財政調整基金繰入金

が今年度は去年より増額してるようですが、平成31年度は約6,400万円。221ページ。これ

が、平成31年度どの程度残る見込みになるのか教えてください。まずそこからお願いしま

す。 

○西村委員長 松重保健医療課長。 

○松重保健医療課長 それでは、平成29年度末の財政調整基金残高が約２億1,900万円で、

平成30年度予算では約5,100万円を取り崩すこととしています。 

  また、平成30年６月28日に開催されました生活環境委員協議会で報告いたしましたが、

保険料率を引き下げるために予算とは別に約2,000万円を繰り入れる予定にしております。

予定どおり基金を取り崩しますと、平成30年度末の基金残高は約１億5,000万円となる予

定です。平成31年に約6,400万円取り崩す予定にしておりますので、もしそのとおりに取

り崩した場合は約１億900万円となる予定でございます。 

  以上です。 
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  ごめんなさい。約１億9,000万円です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 ありがとうございます。これは、保険料を安くするために取り崩すということ

ではなかったですか。主な取り崩しの理由はどのようになっていますか。 

○西村委員長 松重保健医療課長。 

○松重保健医療課長 こちらにつきましては、内容は納付金、前期高齢者の精算分とあと地

方単独事業の減額調整分、あるいは普通交付税の返還金の不足分として使う予定、その他

予備費として残す予定で、予算として計上しております。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 広域化したら、こういう取り崩しはなくなるんじゃないかという期待をしてい

たんですけど、逆にこういうのが出てきたのかなということで、見込み違いであるんです

けれども、毎年財政調整基金を取り崩さないとやっていけないようになると、残り少ない

んで非常に心配なんですけれども、今年度についてはこの程度に置いておきます。 

  同じく221ページの一番上のほうです、保険給付費等交付金の中で保険者努力支援分

739万1,000円ございます。去年より減ってるようなんですけれども、これは一体どういう

努力に対して払っていただいてるもんでしょうか。 

○西村委員長 松重保健医療課長。 

○松重保健医療課長 こちらは、医療費の適正化に向けた取り組みに対する支援のお金にな

ります。 

  評価指標により定められた点数により交付される金額が決まることになります。平成

31年度に、重点事業につきまして、点数が上がっております。特に重症化予防の取り組み、

後発医療医薬品の使用の割合、収納率の向上等についての点数が上がって、変わっており

ます。 

  保険者努力支援分につきましては、特定健康診査の受診率とか特定保健指導の実施率等

も点数として含まれております。 

  こちらは全県あわせて同じように取り組もうという方向で行ってはいるのですけれども、

その努力した部分にインセンティブを与えて、点数が高く出たところにより分配しようと

いうようなものになっておりますので、こちらを大竹市でも取り組みまして、より高い点

数の事業をするという努力も今後していきたいと思っております。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 インセンティブを高めるためにということなので、できるだけ頑張っていただ

きたいなと思いますが、ほかの意味で、特定健康診査等事業のほうに行かせていただきま

す。 

  233ページの特定健康診査等事業、今度は支出のほうです。保険事業費の中で、特定健

康診査等事業費が去年より約150万円ふえておりまして、こういったところをもっと力を

入れていこうかということなんでしょうかと思って読んだんですけれども、どういうこと

なのか御説明をお願いします。 

○西村委員長 松重保健医療課長。 
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○松重保健医療課長 こちら、金額が上がっているところなんですけれども、事業の実施人

数等は変わっておりませんでした。変わった内容と申しますのが、検査項目の費用の見直

しがありまして、一部金額が上がっているということと、あとは消費税率の引き上げ分で、

こちら例で申し上げますと、集団検診の委託料部分で約35万円上がっていることなので、

事業全体でかなりの金額、消費税率引き上げ分が上がっていると見ております。 

  以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 特定検診に何か今まで以上の魅力をつけようということではないということで

すね。残念でございます。来年度に向けて、人間ドック及び脳ドック事業は予算が減って

るんですけれども、そのほかの重症化等予防事業などの予算が上がってるんで、いろんな

面でより多くの方に健康に気遣っていただけるような予算組みをしたのかなと受けとめて

おりましたが、何か平成30年度から平成31年度にかけて、そういった多くの人に特定健康

診査事業を受けていただくとか、より重症化を防ぐために努力をしていただくとか、そう

いう面での何か予算づけのようなところがあったら教えてください。 

○西村委員長 住田健康増進係長。 

○住田保健医療課健康増進係長 ありがとうございます。先ほどからお話が出ております特

定健康診査事業ですけれども、済みません、平成30年度の予算のときに御説明が足らなか

ったかもしれないんですが、平成30年度からのことでありますが、集団健診を受診される

方につきましては、心電図検査と眼底検査をおつけしておるということで、これをインセ

ンティブと考えていただける方については、受診を促せないかなという取り組みは、平成

30年度からしております。 

  今の絡みもありまして、さらに平成31年度分については、予算が上がっているというと

ころはあると感じております。その辺で、市民の方のお声としては、一緒に受けられるん

ならというお話も伺ってはいるんですが、そこまで実際伸びているかといいますと、集計

中の段階で、まだ見きわめが難しいところでは感じております。 

  また、健康づくり事業などでは、教室のコマをふやしたりして、少しでも充実して、皆

さんに御参加いただけるようだということで、予算編成しております。 

  以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 ありがとうございます。行政としての思いと市民の受けとめがぴったり来なく

て苦労をしておられるとは思いますが、どうか市民の健康増進のために頑張っていただけ

ればと思います。 

  介護保険のほうは２回目にします。 

○西村委員長 和田委員。 

○和田委員 １点だけ教えてください。233ページ、後発医薬品差額通知等作成委託料、こ

れはどういう内容なのか教えてください。 

○西村委員長 松重保健医療課長。 

○松重保健医療課長 こちらは、広島県国民健康保険団体連合会に委託をして、先発医薬品
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を後発医薬品に切り替えた場合の差額の通知をしております。通知をする基準といたしま

しては、差額が100円以上になると見込まれる場合や、後発医薬品の割合が100％未満の場

合で、一度送付した方には４カ月間は送付してはいないんですけれども、削減効果の大き

いと見込まれる方から順次発送しております。広島県国民健康保険団体連合会のほうにお

願いをして、通知のほうをしていただいてるという事業の委託料になっております。 

  以上です。 

○西村委員長 和田委員。 

○和田委員 まだ理解できんのですが。病院に行ってお薬をもらいます、そのときに先発医

薬品と後発医薬品ですか、差額が結構ある思うんです、お薬の値段で。今の薬代は安くな

い。その薬の効果が先発医薬品と後発医薬品と変わらなかったら、後発医薬品のほうに市

のほうで勧めるわけいかんのですか。患者の皆さんに。 

○西村委員長 松重保健医療課長。 

○松重保健医療課長 この医薬品の差額といいますのが、実際にいただいたお薬の金額とそ

れを後発医薬品に変えた場合の金額の差額はこれだけですよという形の通知になっており

ますので、これを見られて、これだけ安くなるんだというのを見ていただいて、次回から

後発医薬品に変えていただきたいという通知になっております。 

  以上です。 

○西村委員長 和田委員。 

○和田委員 わかりました。ありがとうございます。 

○西村委員長 他に質疑はございませんか。 

山本委員。 

○山本委員 最初に国民健康保険の関係で質問するんですが、平成30年度と平成31年度で被

保険者の負担、保険料の上限はどうなりますか。差があるんですか。そのことをまず聞か

せてください。 

  それから、今どこでも大竹市だけじゃなしに全国的にそうなんですが、保険料が年々高

騰して、特に加入しておられる人の構成を見ても、年金暮らしとか無職の人とかが多い一

方で、収入の少ない人が構成上は割合が高いということで、保険料が非常に影響が大きい

わけ。そんなことで、均等割・平等割は縮減・削減をやっておる自治体も年々ふえよるん

ですが、せんだっても、私はそのことを要望した経緯もありますが、そのことについて、

市としてとても対応できんというようなそのときの答弁でしたが、平成31年度予算の編成

提案に当たって、さらなる検討の上、前向きに改正の方向で検討をするという気持ちにな

られたのか、いや依然としてそんな気持ちはないということなのか、お答えをお願いした

いと思います。 

  後発医薬品の話は今出ましたが、これも薬品の単価なんていうのは患者の手の届かない

ところで決まって、いや応なしに薬をもらって、それを信じて服用するというのが実態な

ので、それで、生活保護受給者については後発医薬品の使用が原則とされたが、一般患者

についてはそこまでの強制はないということなんですが、この後発医薬品の啓蒙なり、医

師会との連携の下でこういう普及をすれば、医療費全体に占める費用の削減につながると



（31.３.14） 

－54－ 

いうことで、どこの自治体でも取り組んでおるんですが、大竹市の場合、どういう取り組

みで、効果がどのようにあったかと見ておられますか。 

  以上の３点お願いします。 

○西村委員長 松重保健医療課長。 

○松重保健医療課長 平成31年度の被保険者の保険料負担がふえるのかどうかという御質問

でした。県のほうが平成30年12月29日に標準保険料率等の本算定を行っており、その結果

では、保険料収納必要額、つまり、賦課総額を被保険者数で除した被保険者１人当たりの

保険料収納必要額は、平成30年度の12万6,207円から平成31年度は13万832円へと4,625円

増加しているという状況です。 

  ２つ目の均等割・平等割の減額への検討についてでございますが、こちらは以前一般質

問いただいたことだと思いますけれども、前回答弁したとおり、財源が今のところ市のほ

うではないということと、激変緩和期間を過ぎた後に、これをもとに戻すということがな

かなかまた難しくなってまいりますので、今のところ、減額するということは考えており

ません。 

  そして、後発医薬品の効果でございますけれども、これは先ほど御質問がありました後

発医薬品差額通知等により、効果のほうを算定しています。平成30年８月診療分におきま

しては、後発医薬品普及率が68.22％で、削減効果額は約390万円となっております。 

  以上です。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 最初に、均等割・平等割のことなんですけど、保健医療課長さんはあれですか、

部長を含めて市長と意見の交換をされた経緯あるんですか。あなたの判断で答弁されとる

のか。市長が均等割や平等割に、今手を加えたとしても、それをやめるとか、軽減策とい

うようなことはできやせんとおっしゃったということですね。市長のお考えを今あなたが

代弁されたいうことですね。 

  それで、保険料が4,625円増加するということ。これは県単位化されたから広島県が決

めた言うんじゃが、広島県国民健康保険運営協議会の会議にあなたが出られるの、大竹市

からは。上からそういうことを一方的に決めてきたからいうようなことで、従来の自治体

の取り組んできた国保に対する取り組みが、もう宙に浮いて、何もかも上で決まったこと

を機械的に下に押しつけるということがあっちゃいかんというのを出発の討論にね。国会

でもそうやったし、県会でもそういう議論がなされて今日があると思うんですが、誰が会

議に出てやるんですか。 

  それから、後発医薬品のことで、1,200万円言わったん、削減効果見込みですが。これ

少な過ぎやしませんか。大竹市よりか人口規模の少なくて、国保への加入者の少ない所で

も、2,000万円とか2,500万円とか目標に掲げて取り組んで、それなりの成果を上げとると

言われとるのに、大竹市は少ないように思うんですが、その取り組みについて、詳しい内

容を聞かせてください。 

○西村委員長 松重保健医療課長。 

○松重保健医療課長 広島県の連携会議のほうには、国保の担当課長である保健医療課長、
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また、係長のほうも一緒に出ておりますけれども、その中では、広島県のほうが一方的に

ということではなく、広島県内の国保の担当の課長等が協議をして、どういう形でいこう

という話し合いの場、協議をする場となっております。 

  そして、保険料についてのものは、標準的な算定システムがございますので、その算定

システムを用いて計算した額という形になりますので、広島県のほうが独自に決めてとい

うものではなく、基本的に算定システムに基づいて計算した額ということになります。 

  後発医薬品なのですが、先ほど私が申し上げたのは、平成30年８月の診療分、１ケ月分

の金額が約390万円ということです。平成29年度の年間の削減効果額は3,944万5,000円、

年間の実績ではその金額となっております。 

  以上です。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 そうすると、担当のほうでは、後発医薬品の普及努力、取り組みは他市に比べ

てそんなに悪くないと、大竹市もそこそこに貢献してるんだというお考えですね。 

  それで、保険料の負担の問題なんじゃが、あなたも参加した会議で、大竹市だけじゃな

しに参加市町村多数が了解したんだから、上からの一方的な押しつけじゃないと、こうお

っしゃるんですが、しかし、加入をなさってる市民の方の収入がそれに見合う増加しとら

んのやから。逆に、収入が低下して、年金も減らされて、それで保険料が上がるいうこと

は負担感も負担の実態も大きいいうて、心が痛まんですか。そういう思いを、むしろ県段

階のこの会議の中で大いに発言をしてもらいたい思うんです。システムで決まりましたい

うような冷たいことじゃなくて。 

  そうしないと、抑制の方法ないじゃないですか、医療費は上がる、均等割も所得が多か

ろうが少なかろうが一律に取られると、それで年金も減らされて、収入も思うようには稼

げんいうような多くの人が国民健康保険に入ってるんだから、大竹市としてこれは全然、

広島県が決めたことのとおりを予算化して、平成31年度も実施するということやね、そう

いうことやね。それが非常に寂しい限りです。 

  市長のコメントがあれば聞かせてください。 

○西村委員長 市長。 

○入山市長 国民健康保険制度でございます。保険に入られた方々が国に支払って、その中

で運営ができるということの仕組みでございます。そういう意味で、医療費が上がり、ま

すます大きな負担を強いられるということになってきて、この運営が、各市町で運営する

ことが難しいということを鑑みて、県単位化してやっていこうということを決めてきたわ

けでございます。 

  委員がおっしゃるように、負担が増える方々ついては、大変悩ましい問題であろうかと

思いますが、今の医療の情勢でいきますと、ますますこれからも１人当たりの医療費がふ

えていく可能性が高い、そういう中で、どういうふうに運営していくんかということ、し

っかりと各市それから広島県とも協議しながら、何とかこの国民健康保険制度が運営でき

るようなこと、知恵を絞ってまいりたいと考えております。 

○西村委員長 他に質疑はございませんか。 
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  ないようですので、以上で第１回目の質疑を終結いたします。 

  続いて、２回目の質疑を行います。 

  質疑はございませんか。 

  細川委員。 

○細川委員 大竹市介護保険特別会計でお伺いします。311ページ、地域支援事業費、ここ

から始まっております、介護予防・生活支援サービス事業費、この中で、訪問型サービス

事業委託料というのは初めて見たような気がいたします。制度がいろいろ変わってきて、

なかなかついていけてないんですけれども、住民主体型でやるサービスで訪問型サービス

Ｂと通所型サービスＢでしたか、それらもしっかり担い手を育成しながら地域の中でやっ

ていただきたいといった方針を持っておられるようでしたが、今どういう状況になってお

りますか。 

  また、平成31年度に向けての予定というか、あたりは教えてください。 

○西村委員長 佐伯地域介護課長。 

○佐伯地域介護課長 総合事業といわれる部分でございます。おっしゃいました訪問型サー

ビス事業、種類で言いますと、昔は現行相当といってましたけど、今は従前相当といって

おります。これは、もとの介護予防サービス給付の時代と同じサービスで受けられるもの、

それから基準を少し緩和したＡ型、おっしゃいました住民主体のＢ型、そしてＣ型が短期

集中型の予防サービスという種類があります。 

  今回新たに計上しましたのは、これまでなかった先ほど住民主体のＢ型、それから短期

集中のＣ型、これについては現在事業者と調整をしておりまして、新年度から開始できる

のではないかという状況に至りました関係で、今回予算を計上させていただいております。 

  以上でございます。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 まだどういう形になるか紹介していただける段階ではないということでしょう

か。 

○西村委員長 新畑地域支援係長。 

○新畑地域介護課課長補佐兼地域支援係長 今の段階、まだ契約をしておりませんので、要

綱も訪問型サービスＢのほうはまだ、もう少し詰める必要がありまして、話せる範囲で話

をさせていただきたいと思います。 

  まず、Ｃ型のほうですが、Ｃ型は通所型サービスも訪問型サービスも短期集中型のサー

ビスということを目指しています。今まで介護保険は、長期にわたって一度使うとなかな

かやめるというタイミングが見えない中で、一旦元気になりながらも、またじわじわ弱っ

ていくというような状況が見てとれるケースがございます。そういう方の防止のためには、

軽度の方を対象として、一旦集中してケアをして、元気になったときに地域活動やもとの

生活レベルに近くなったときに、一旦終了させていただいて、また、必要なときにはすぐ

戻っていただくというような短期の繰り返しという、介護保険制度に、今までなかった新

しい考え方を取り入れたサービスを構築していきたいと考えておりました。 

  平成30年度１事業所がいい考えだと賛同してくださいましたので、通所型サービスＣの
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ほうが平成30年度の５月から始めております。それが軌道に乗りまして、今度訪問型サー

ビスＣというところで、安心できる事業所のほうを当たっておりましたら、１事業所賛同

してくださるところがございましたので、こちらのほうと今詰めている段階でございます。 

  どちらも基本的には、週１回で３カ月しっかりリハビリをしていただくイメージでござ

います。自宅でするか事業所でするかの違いで、通所と訪問に分けております。しっかり

と３カ月、もしくは３カ月で足りない場合もございますので、最長で６カ月です。しっか

りと訓練をしていただいた中で、病状によっては、全くもとどおりの状態にということに

戻り得ないこともありましたが、生活の中にアイデアを取り入れたりすることで、ほぼも

とどおりの生活を送れるようになることを目指して行うサービスを始めたいと思っていま

す。 

  続きまして、訪問型サービスＢのほうでございますが、こちらは基本、住民主体でとい

うところを目指しているサービス内容でございます。大竹市におきまして、今、考えてい

ますのは、大竹市シルバー人材センターに訪問型サービスＢをやっていただきたいという

ことを考えております。なぜ大竹市シルバー人材センターかといいますと、担い手も高齢

者であるというところで、高齢者が元気に活躍をする場を創出するという意味合いと、そ

して、今ヘルパー自体の数が減ってきているという現状も踏まえまして、その増強を図り

たいという、この２つの思いをかなえる施策として打ち出したいと思っております。 

  ただ生活援助というだけではなくて、もっと簡易なところで、傾聴ボランティアという

ところも含めまして、緩やかなものからしっかりしたものまでを今できないかという枠組

みのもと、大竹市シルバー人材センターと話を詰めている段階でございます。 

  以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 今、訪問型サービスＢに関しては、大竹市シルバー人材センターさんにといっ

た御紹介をいただきましたが、もともとできたら地域で歩いていけるくらいの距離で、地

域の見守りもしながら週に１回ぐらいという構想を聞いていたような気がするんですけれ

ども、ただ、大竹市シルバー人材センターの会員さんは市内全域から通ってきていただい

て、その経験を今度は地域の中で何か生かせてもらえるようなということも考えられるん

だろうかなとは思いながら、可能性を感じながら聞いたんですけど、地域の中で週１回ぐ

らい、いきいき百歳体操もしながら、見守りもしていくような、介護予防もしていくよう

なというのは、なかなかまだ苦戦しているということでしょうか。 

○西村委員長 佐伯地域介護課長。 

○佐伯地域介護課長 この311ページの予算書の上に通所型サービス事業委託料、下に訪問

型サービス事業委託料とあります。通所型サービス事業というのがデイサービスをイメー

ジしていただければと思います。先ほど担当が申しましたのは、３カ月間通所をして、リ

ハビリをして、３カ月後に元気になって自宅で生活をしていただくと。これはもう契約を

しておりますので、しんまちクラブというもとの大竹外科のところで受けていただいてい

ます。 

  そして、今質問でおっしゃいましたのは、この通所型サービスのＢ型という住民主体の
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通所サービスなんですが、サロンとかをやってる場に歩いていけるところに来ていただい

て、そこで住民が主体となって、ケアというか、そういう支援をしていただける。こうい

う場については、もちろんふやしていきたいという思いはあるんですが、こちらのほうに

ついては、なかなか進みぐあいが遅いという状況がございます。 

  先ほど説明したもう１つのほうの訪問型サービスは、大竹市シルバー人材センターのほ

うには訪問型サービスＢというもので、歩いていけるのではなくて、家を訪問すると。訪

問して生活援助という体に触れない介護や、家事をするというサービスを考えているとこ

ろです。 

  そして、訪問型サービスＣというのがもう１つの事業、これは新年度から始めたいと思

っておりますが、これは、通うんではなくて訪問先でリハビリをする、そういったサービ

スにより平成31年度は、訪問型サービスのほうは少し充実が図れるかなと思っております。 

  以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 この介護保険の地域支援事業というのは、そもそも地域密着型という言い方を

したらいいかどうかわかりませんが、地域ニーズに応えられるようなサービスをというこ

とだと思いますので、新たなサービスをしっかりと成長させていっていただきたいと思い

ますが、先ほど歩いていけるぐらいの距離で地域の支え合いという点ではということがあ

ったんですけれども、一般会計のほうの民生費で、地域福祉担い手育成事業というのがご

ざいますが、これとうまくコラボして、地域のそういった介護予防をしていくような通所

型サービスＢをやっていただけるように成長させるというか、そういった期待感を持って

もいいかどうか教えてください。 

○西村委員長 新畑地域支援係長。 

○新畑地域介護課課長補佐兼地域支援係長 大竹市介護保険特別会計の中で包括的支援事業

の中に生活支援体制整備事業というのがございます。こちらの事業も社会福祉協議会に委

託してるんですが、似たようなところがありますので、先ほど議員がおっしゃいました地

域福祉担い手育成事業とコラボやタイアップをさせていただいて、ボランティアの育成と

いうか地域福祉の担い手の育成に向けて、同じ視点で一緒に頑張らせていただいておりま

す。 

  いきいき百歳体操のほうは、生活支援ではなくて一般介護予防のほうで、今、取り組ん

でおります。まずは、御自身が元気になりましょう、御自身の元気を地域でシェアしまし

ょうという感覚でございます。 

  こちらのほうの方がまた、そういう担い手の講演・講習を受けていただくことによって、

通所型サービスＢのほうが育っていかないかなという期待感は持っておりますが、何分時

間のかかることでございまして、今結果が出ているかというと、もう少し時間をいただき

たいと思っております。 

  以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 期待しておりますので、よろしくお願いいたします。 
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  では、次に移ります。これ同じところだったか、すぐ下のところにみまもりタグ使用料

というのがありまして、これ今年度からの事業だと思いますが、状況を教えてください。 

○西村委員長 佐伯地域介護課長。 

○佐伯地域介護課長 この事業は、徘回等のおそれがある高齢者の方に、小型の発信機を持

っていただいて、それが発する電波を、スマートフォンに専用アプリをインストールされ

た方とすれ違うと、位置情報がサーバーに蓄積されるということで、リアルタイムにここ

にいますよということはわからないんですが、ある程度こっち方面に向かっているとかそ

ういったヒントが得られるといった事業でございます。 

  ２つの取り組みがあって、まずはスマートフォンにアプリを登録していただく、そうい

う方をふやさないといけないので、その登録をしてくださいということをいろんな場に出

たときに、ＱＲコードが入ったチラシを配りながらその登録を勧めているというところで

すけど、これは実際どの程度の方が登録されているかというのはわかりませんので、この

場で報告ができないところなんですが。 

  それともう１つ、小型の発信機、みまもりタグというんですけど、これについては御心

配な方は申請をしてください、月額の使用料が200円で使えますということで周知を図っ

ているところですが、現在のところ３名の方が御使用いただいております。 

  以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 今、大竹市内で認知症の心配のある方は、何人ぐらいいらっしゃいますか。 

○西村委員長 佐伯地域介護課長。 

○佐伯地域介護課長 平成30年４月１日の時点で、999人という数字がありますが、これは

要介護認定申請をされた方に調査に伺うんですが、そのときに調査員が認知症であるとい

う基準と判断された方ということになりますので、例えば、要介護認定を受けられずに病

院にずっと入院されている方とか、認知症があるけれども要介護認定をしてないといった

方が漏れておりますので、実数ではないと思っていただければ。もう少し実数はふえるの

ではないかと思っております。 

  以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 みまもりタグ、1,000人目標運動をぜひしていただきたいなと思います。 

  それと、アプリの登録です。いろんな機会を得て、こういうものは、登録者数が一定数

を過ぎたら効果がぐっと上がってくるような、そういう制度だと思いますので、ぜひ大竹

市防災情報等メールの登録と同時に一緒にセットでお声がけをしていただければと思いま

すので、来年度の決算のときには数字がわかるように期待しております。 

  最後、大竹市地域包括支援センターのことでお尋ねいたします。平成31年３月の議案審

査のときに、大竹市内に地域包括支援センターが２カ所ありまして、現在、平成30年度の

時点では、大竹市地域包括支援センター運営協議会がそれぞれの地域包括のところで２つ

あってという話で、これが平成31年度から１つで両方をフォローしていくとおっしゃって

いたように思いますが、地域包括支援センター運営協議会の予算は変わってないんですけ
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れども、これは大丈夫でしょうか。 

○西村委員長 佐伯地域介護課長。 

○佐伯地域介護課長 この大竹市地域包括支援センター運営協議会は年間２回ぐらい開催い

たします。前年度の報告と来年度の計画といったタイミングで行っておりますが、これま

で１つの地域包括支援センターだったものを今後は、２つ一緒に審議をするということに

なりますけど、同じ日に２つの地域包括支援センターから報告を受けたりして審議を行う

予定にしております。大竹市認知症対応・玖波地区地域包括支援センターがふえますので、

認知症の関係団体から１人増員をしようと思っておりますが、そのほかは回数もおおむね

委員の数も変わらないということで、予算は大きく変更しておりません。 

  以上です。 

○西村委員長 細川委員。 

○細川委員 一緒にやるのがいいのか別々にやるのがいいのかは、私は判断できませんが、

とりあえず一緒にやるということで、それぞれの地域包括支援センターのよさがよりよく

生きるように、両方をしっかりとフォローしていっていただければと思いますので、よろ

しくお願いします。 

  終わります。 

○西村委員長 他に質疑はございませんか。 

  山本委員。 

○山本委員 介護保険の問題で幾つか聞かせてもらいます。 

  保険料です。平成30年度と比較して平成31年度高くなるなら幾ら高くなると端的に説明

してください。 

  それから、生活援助中心型サービス、現行の。これは調理のほうをしてあげるとか、清

掃をしてあげるとか、洗濯ができない人に洗濯してあげるとかいうことで、訪問介護でや

るんですが、これが回数制限されるんですか、１カ月に何回までというふうに、平成31年

度から。 

  それで、この訪問介護を受ける場合には、要介護認定を受けた人の届け出が義務化され

て、届け出がないとサービスはしないという制度に変わると言われてるんですが、市の担

当課のほうではそういうことで周知をしてあげないと、届け出が漏れるとサービスが受け

られんことになる。そういう国の制度改正に伴う要介護認定者に対する周知を、どうされ

とるかいうことをまず明らかにしてもらいたい。不十分なら、やっぱり周知をしっかりや

ってもらわないと困るから。 

  それから、もう１つ、保険者機能強化推進交付金というのがあるんで、これは成績よけ

りゃ交付金をもらえるということになっとるようですが、大竹市の場合、そういった受け

入れ態勢はどこまで運用整備されとるのかいうこと聞かせてもらいたい。それで、これは

実態を聞かないとわかりません。 

  地域支援事業というのがあって、要支援１と２が訪問介護と通所介護については、介護

保険給付が受けられなくなる。地域の皆さんのボランティア組織が、それを受けてくれれ

ばそれに移行させるんだと。だからできるだけ介護保険では面倒を見ませんよ、住民の皆
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さんで助けてあげなさいということなんですが、その受け入れをするボランティア組織が

育成されて、必要な人に、必要な日常生活の総合的な支援ができなけりゃこれは困るわけ、

そうなるとその辺のことを各市町村でどういうふうにやるんじゃと、そう簡単にボランテ

ィアいうても高齢化する中で簡単ではありませんから。大竹市の場合、それはどのような

状況ですか。 

○西村委員長 前田介護高齢者係長。 

○前田地域介護課課長補佐兼介護高齢者係長 まず１点目の介護保険料につきましては、平

成30年度から平成32年度まで、これは第７期計画期間でございますけれども、保険料は変

わりません。個人の収入等によっては段階が変わる可能性はありますけれども、基本的に

は変わりません。 

  ２点目の訪問介護の生活援助中心型サービスの届け出につきましては、確かに国の基準

がございましてそれを超える場合には保険者である市町村のほうに届け出ることが、今年

度10月から始まりました。 

  ただ、これを届けないとサービスが受けられないというものではございません。その届

けた内容によって、市、専門職、そういったものが会議を開いて妥当かどうかというよう

な協議、ケース・バイ・ケースの話し合いをしまして、そのサービスが妥当なものかどう

かを検証し、判断していくというような形になっております。 

  以上でございます。 

○西村委員長 佐伯地域介護課長。 

○佐伯地域介護課長 ４点目だったと思いますけど、保険者機能強化推進交付金、これにつ

いては、保険者である市町村の高齢者への自立支援、重度化防止、これらの取り組みに応

じて国から交付される交付金で、平成30年度に創設されているものです。 

  これはせんだって平成31年３月定例会の議案第20号について、保健福祉事業を本市の介

護保険で実施すると説明したときに、この事業の財源にするというお話をさせていただい

たと思います。平成30年度から始まっておりますが、平成30年度は保健福祉事業を始めて

おりませんので、これは一旦諸収入か何かで受け入れざるを得ないんですけど、平成31年

度については、保健福祉事業で取り組む事業に対して、この交付金を充てようと考えてお

ります。金額にして、平成30年度は約460万円で交付される予定となっております。 

  以上でございます。 

○西村委員長 新畑地域支援係長。 

○新畑地域介護課課長補佐兼地域支援係長 ３点目の質問について、お答えいたします。 

  まず、さきにお断りをさせていただきたいのが、介護保険制度、今すごく複雑になって

おります。わかりにくいかもしれませんが、１点目に介護高齢者係長が回答いたしました

生活支援の上限があるというものにつきましては、要介護１から要介護５の方が対象でご

ざいます。まず、そこを前置きさせていただきまして、私が今から回答するのは、要支援

１、２と総合事業で言う事業対象者というこの３区分についての回答をさせていただきま

す。 

  まず、要支援１、２の方は従来どおり要支援で受けられるサービスは全て受けられます。
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ただ、その要支援１、２の認定を受けるのにも若干の労力がかかりますので、通所型サー

ビス及び訪問型サービス、要はデイサービスに行くとかヘルパーが来るという部分につき

ましては、今、総合事業に移行しておりまして、多様な主体によるサービスの構築を図り

ましょうということで、先ほど課長からも回答がありましたが、従前相当、Ａ型、Ｂ型、

Ｃ型というような形で、今まで１つだったものが４パターン考えられますよねという仕組

みになっております。 

  この４パターンを受けるためには、何も要支援１、２をもっていなくても、25項目のチ

ェックリストにより該当となる場合も、事業対象者として受けられますよということで、

お互いに負担を軽減する仕組みが導入されております。 

  なので、要支援１、２の方が受けられないというものではまずないということを回答し

ておくのと、今、住民主体で、住民のほうである程度生活支援をしていただきたい、これ

本音でございますけれども、それは通所型も訪問型もＢ型というサービスに当たりますの

で、それだけに頼ってるわけではなく、今までどおりの従前相当も今からＡ型もＣ型も充

実させていくという中で、必要に応じたサービスを選択できる選択肢をふやしていくとい

うことで御理解いただければ助かります。 

  以上です。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 直接こういう介護保険制度の事業なり、また、介護それ自体に携わってみない

となかなかわかりにくい面もあるんですわね。しかし、国の制度が変わって、市町村段階

ではそれを具体的に受け入れて、介護サービスを受けようとする方への給付なり、サービ

ス事業をどうするかということがあるわけですから、私が聞いているのは、訪問介護の回

数制限を国のほうでは決めて、これも届けがないとサービスが受けられないということが

大竹市ではどういうことになるかという心配があるわけです。国が決めたんだから、国が

決めたことをほっとけ言うわけにいかんでしょ。それで聞いとるんで。しかもそのことを、

これは名称としては保険者機能強化推進という事業だと国のほうじゃ言ってる。そういう

ことを国とか県からはこんのですか、こういう制度が変わってこういう事業を推進しなさ

いとか、事業の内容はこういうことですよとかいうことが。 

  それで、地域支援事業にしてもそうでしょ。要支援１、２の訪問介護や通所介護を給付

から外すんじゃというようなことを国としては方向づけて、そういう指導を自治体に対し

てはやっている。そうなるといや応なしにそれを受け入れる住民ボランティアの組織を育

成しなければ、行き場がないじゃないですか、要支援１、２の認定受けた方は。国が決め

たんじゃけ私は知らんよ言うわけにはいかんのよね。市町村としちゃ。だから、そこの受

け入れ態勢なり、認定受けた人が受けようとする訪問介護なり、これまでの給付を外すと

したらそれにかわる対応をどうするかいうことを市町村では取り組まざるを得んでしょ。

だから聞いとるんです。 

  そんなことは、国が決めたんじゃけ私はそこまで知りませんよと、わかりませんよじゃ

済まないよそれは。何か人ごとみたいにね。これはさせてもらって、うちらの住んでると

ころでももう高齢化が進んで、買い物に行くんでも手押し車引いて、路面の悪い道を狭い
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道を車が行き交うのに、よけ場がないようなところでも、一生懸命生活のために頑張っと

る人もおられる、しかし家に帰ったらばたんきゅーなんよ。風呂を沸かすとか食事をする

支度をする意欲もない、体力もないというような人がたくさんおられるんだから、職員の

皆さんの身の回りにもおられるでしょ、そういう人が。 

  だから、私が聞いてることでわからないならしようがないんだけど、わかっとる範囲で

こういう取り組みをやっとるんだとか、ボランティアの皆さんとの意見交換の場もつくっ

て、将来的に早い時期に受け入れ態勢ができるようにやりましょうという方向での取り組

みをしておられるんじゃないんですか。 

○西村委員長 新畑地域支援係長。 

○新畑地域介護課課長補佐兼地域支援係長 保険者機能強化推進交付金につきましては、い

ろいろな評価項目がございます。その中の１つに議員がおっしゃったように要介護１から

要介護５の方の訪問介護の生活援助が国が定めた回数を超えた場合の対応策をきちんと体

制づくっているかという項目、確かに１項目ございます。 

  それにつきましてですが、まず、現在大竹市にその該当になる該当者がいない状態でご

ざいます。出たからといって、すぐその場でサービスの停止をかけるものではまずござい

ません。出たら、ケアマネが責任をもって保険者へまず届け出るということになっており

ます。 

  大竹市におきまして、今体制を一生懸命構築してるところではございますが、うちの地

域支援係のほうで、現在、軽度の方を対象に多職種で自立支援に向かっていくために、こ

の方に何をアドバイスをしたらよいだろうかという会議体がございます。地域ケア会議と

言っておりますが、その会議体にもし該当が出たときは諮ろうということで、介護高齢者

係とおおむね話を詰めているところでございます。 

  以上です。 

○西村委員長 佐伯地域介護課長。 

○佐伯地域介護課長 明確なお答えになるかどうかわからないんですが、先ほどから訪問型

サービスＢとか通所型サービスＢとか申し上げていますけど、住民主体のサービスです。

それぞれデイサービス、訪問ヘルプサービスをイメージしていただければですが、住民主

体と言っても、なかなか住民の方が見ず知らずの方をヘルパーとして訪問するとか、デイ

サービスとして受け入れるとかいったことは、まず考えられないかなというところがあっ

て、そもそもこの考え方は、まず歩いて行ける場所で元気な高齢者の方が集まりましょう。

まず集まってそれらが活動し、何年か活動する中でそのうち集まってこられた方の１人、

２人が元気を失われると、介護が必要な状態になってきたときに、集まったその場がデイ

サービスのような形でその方を招き入れる、あるいは来られなくなれば、その方の家を訪

問し、少し家事などを手伝ってあげるとか、そういったことを期待してる部分もあります

ので、少しこれを進めるのは課題ということも先ほど申し上げましたけど、少し時間がか

かるものなのかなと思っております。 

  その際に、ヘルプの部分で必要なものについては介護保険のほうから総合事業として補

助金とかといった形でお金も支給をすることもできるといったことで進めていくべきもの
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なのかなと思っております。 

  そのためには、まずは先ほど地域福祉担い手育成事業とかいろいろありましたけれども、

まずその集いの場、元気な高齢者の方が歩いて徒歩圏内で集える場というのをどんどんふ

やしていきたい、それがまず第一歩だと思っておりますので、市としましても、その数を

ふやしていくといった取り組みを今、集中的に進めているところでございます。 

  以上でございます。 

○西村委員長 新畑地域支援係長。 

○新畑地域介護課課長補佐兼地域支援係長 また、住民主体の制度が整わないからといって、

要支援１、２の方、事業対象者の方がサービスを希望したときに拒むということはござい

ません。きちんと従前相当、Ａ、今あるサービスの中で対応しておりますので、そのとこ

ろもよろしくお願いいたします。 

○西村委員長 それでは、他に質疑はございませんか。ないようでしたら、以上で第２回目

の質疑を終結いたします。 

  続きまして、３回目の質疑を行います。質疑はございませんか。 

  山本委員。  

○山本委員 担当の皆さんも実態は私以上に知っておられると思うんですが、私が今相談を

受けてる方の状況を話をすると、これ自営業者なんです。 

  お母さんと息子さんの２人暮らし。せんだって私が聞かれたんで、要介護認定を早目に

受けて、それなりの援助のサービスなりあるから、利用されたらどうかいうことで届けを

して、一応認定を受けられた。ところがいつ行ってももう横になっておらないといけんよ

うな状態で、私がしょっちゅうそこへ寄るんですが、ほとんど寝たきりといっちゃ大げさ

じゃがそういう具体的な状況なんよ。だから食事の支度もできない、風呂に入るにも１人

じゃできない、それで困っとるんだと、どうしたもんじゃろうかいうて言われるから、市

のほうへ出向いて、こういう状況なんで要介護の認定を受けている以上は、食事の支度な

り掃除なりしてもらうようにお願いされたらどうですかいうて話をしたら、そういうふう

に市のほうへ担当のところへ行ってお話してみましょうと行ったと、結果どうじゃったで

すかいうたら、そんなことはできませんいうて断られました。窓口でどういう対応してお

るんか思うんです、私は。それでいまだに２人暮らしです。食事も仕事の手をとめてせな

いけん、風呂を入れるのも息子が入れたげないけん、介護保険料を払うて、要介護認定を

受けたのに、その給付も受けられん、恩恵もないじゃないかということよね。そういう実

態を職員の皆さんの身の回りで、見たり聞いたりしておられるんじゃないんですか。私が

ここでどこの誰だということは言いませんが、もし担当課のほうで、そういう人がおられ

るんなら足を運んででも実情を聞いてみましょうと言うんなら、私のところへ来てもらえ

るなら案内します。 

そういう人が、たまたま私にそんな悩みを打ち明けられたから知ったんで、そうでない

人もままあるんじゃないのか思う。そこのところをよく考えてもらって、担当のほうでは

鋭意頑張ってもらえると思うんですが、ぜひ介護保険制度が皆さんによく周知されて、給

付もサービスも受けられて助かったとなるように１つやってもらいたいと思うんですが。 
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○西村委員長 佐伯地域介護課長。 

○佐伯地域介護課長 そうですね。話を伺って、考えにくい所ではあるんですが、詳細は個

別に伺わせていただければと思います。 

  一般的な話をさせていただきますと、お話を伺いながら思いついたのは、介護保険制度

のサービスは、訪問介護では大きく２種類あって、体に触れる介護、これは身体介護とい

います。先ほどおっしゃったお風呂であったり、お着がえをしたりとかいったのが身体介

護、それと体に触れない介護を生活援助というんですけど、これは調理をしたりとか掃除

をしたりとかいったところです。 

  要介護認定を受けて介護を受けられないということは、あり得ないんですが、お子さん

と同居ということでしたので、同居の家族がいらっしゃると生活援助は受けられないとい

うルールがあります。それに該当するのではないかなと、聞きながら思っておりました。 

  ただ、お風呂と言われたので、お風呂は身体介護になりますので、これは同居の家族が

あっても使えます。ですので、おっしゃる方がどういった状況かわかりませんので、これ

はまた個別に伺わせていただければと思います。 

  以上です。 

○西村委員長 山本委員。 

○山本委員 今言われるように、同居する家族がおれば、介護サービスが受けられんじゃい

うようなことが矛盾を感じんの。自営業者はあなた、店を開ければ、店を閉まうまでは接

客で店におらにゃいけんのでしょうが。商売にならんじゃない、家に引っ込んで炊事をし

たり、お母さんの世話したりしよったんじゃ、自営業者だって、８時に店を開けりゃ５時

まででしょう。閉めるわけいかんのですから。市に勤める皆さんが朝８時に来て５時まで

なのに、お母さんが心配だと言うて仕事ほっぽり投げて行けないでしょ。それと同じじゃ

ないですか、自営業者の場合だって。今はまだ店を維持するかどうかの瀬戸際に追い詰め

られているような自営業者が。 

  そういう状況を考えれば、むしろ私は状況に応じて同居の家族がいても、訪問介護サー

ビスが使えるようにすると、制度の運用を幅をもって執行できるようにするのが担当の知

恵じゃろう思うんじゃが。そんなことをしたら罰則でもあるのかどうか知らんが。 

  介護保険制度のそういう幅のある運用も含めて、考えてもらいたい思うんです。同居家

族がおるということで機械的に今のような対応をしたんじゃそれは困る。どうですか、そ

ういうお考えはないですか。 

○西村委員長 地域介護佐伯課長。 

○佐伯地域介護課長 先ほど一般的な話として申し上げた部分ですけど、もうこれは１つの

ルールとなっております。罰則がどうとかという話については、やはり介護給付費、国費

も入っておりますので、それをたがえて出した場合には、後々返還という形もあり得ると

いうことなんですが、先ほど、自営業者の話もされましたけど、同居の家族がいれば生活

援助は受けられないと申し上げましたけれども、実態に即して、例えば同居はしてるけれ

ども仕事に出ていて日中独居の状態であるとか、そういった場合には、状況を勘案して受

けることができると、その場合ケアマネジャー等から相談を受けて、それに対して認める
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ケースもありますので、今回どのようなケースで認められなかったのかわかりませんが、

個別に相談させていただければと思います。 

  以上です。 

○西村委員長 他に質疑はございませんか。 

  ないようですので、以上で３回目の質疑を終わります。 

  日程第２、議案第２号平成31年度大竹市国民健康保険特別会計予算、日程第３、議案第

７号平成31年度大竹市介護保険特別会計予算及び日程第４、議案８号平成31年度大竹市後

期高齢者医療特別会計予算の３件の質疑を終結いたしました。 

  お諮りいたします。 

  本日はこの程度として、あす15日金曜日に議事を継続したいと思います。これに御異議

ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○西村委員長 異議なしと認め、さよう決定いたしました。 

  あす15日金曜日、午前10時から、港湾施設管理受託特別会計から質疑を行ってまいりま

す。 

  本日は、これにて延会いたします。御苦労さまでした。 

 

16時54分 延会 

 


